
法務省が実施した政策評価についての審査結果 

 

１ 審査の対象 

「政策評価に関する基本方針」（平成 13 年 12 月 28 日閣議決定。以下「基本方針」

という。）では、政策評価の円滑かつ着実な実施のため、総務省は「各行政機関が実施

した政策評価について、その実施手続等の評価の実施形式において確保されるべき客

観性・厳格性の達成水準等に関する審査」等に重点的かつ計画的に取り組むこととさ

れている。 

今回審査の対象とした政策評価は、次のとおりである。 

  

ア 「平成 15 年度法務省事後評価実施結果報告書」（平成 16 年７月 30 日付け法務省

秘企第 660 号による送付分）における計 24 件の政策評価のうち、研究開発を対象

とした評価（１件）及び総合評価方式を用いた評価(中間報告)1 件を除いた 22 件

の政策評価（実績評価方式を用いた評価 22 件）（注） 

イ 「平成 16 年度法務省事前評価実施結果報告書」（平成 16 年８月 30 日付け法務省

秘企第 739 号による送付分）における計 11 件の政策評価のうち、研究開発を対象

とした評価（５件）を除いた６件の事業評価方式を用いた政策評価 

 
（注） 研究開発を対象とした評価については、別途整理する予定である。また、総合評価方式を用いた

評価として、評価時期が到来していないものについての中間的な報告１件があるが、評価結果がま
とめられたものではないため、審査の対象としていない。 
 

２ 実績評価についての審査 

（１）審査の考え方と点検の項目 

（目標の設定状況） 

実績評価方式は、あらかじめ達成すべき目標を設定し、これに対する実績を測定

して目標の達成度合いについて評価していく方式であるので、当該目標に関して達

成すべき水準を明確にするとともに、その水準をいつまでに達成しようとするのか

をあらかじめ定めておく必要がある。 

この審査において点検を行っているのは、次の項目である（注）。 

① 目標に関し達成すべき水準が数値化されているなど具体的に特定されているか

どうか。 

② 目標の達成度合いを検証する際の基準とする時期（基準年次）及び目標を達成

しようとする時期（達成年次）が設定されているかどうか。 

 
（注）目標に関し達成すべき水準が数値化されていないものの中には、目標値の設定が容易ではない
ものもあり得るが、その点について精査を行ったものではない。 

 

  （目標の達成度合いの判定方法） 

実績評価方式は、目標の達成度合いについて評価することが基本である。目標の 

 



達成度合いについての判定の結果については、国民への説明責任の観点から、明確

な判定基準に基づき整理されることが望ましい。目標に対する実績が数値により測

定可能なものとなっていれば、目標の達成度合いは明らかであることから、その水

準をどのように評価するかについての判定基準が明示されていれば、達成度合いを

客観的に評価することが可能となる。 

しかしながら、目標の達成度合いを数値で表せず、達成度合いの判定基準を明確

に示すことが困難である場合においては、目標の達成度合いをどのように判定して

いるかについて説明することが求められる。 

この審査において点検を行っているのは、次の項目である。 

① 目標の達成度合いについての判定基準を定量的に示すなど具体的で明確になっ

ているかどうか。    

② 目標の達成度合いが数値等で表されていないものについて、達成度合いについ

ての判定の結果を「目標が達成できた」、「目標達成にもう一歩であった」などパ

ターン化した表現等により分かりやすく整理しているかどうか。    

          

（２）審査の結果 

実績評価方式を用いた評価は、あらかじめ政策効果に着目した達成すべき目標を

設定し、目標に対する実績を定期的・継続的に測定するとともに、その達成度合い

について評価を行うことが基本となっている。 

法務省では、同省の政策評価に関する基本計画において、①国民の権利の保全に

関する法制度の整備・運営及び国民の基本的人権の擁護に関する諸施策、②法秩序

の維持（刑事・治安の面から）に関する諸施策、③出入国の公正な管理に関する諸

施策、④国の利害に関係のある争訟の統一的かつ適正な処理に関する諸施策につい

て、実績評価方式を用いて事後評価を行うこととしている。また、実施計画では、

当該施策の実施予定に対する進ちょく状況及び目的等の実現状況並びに政策効果等

につき、適正に発現しているか等を追跡調査し、その後も当該施策等を継続して実

施すべきか否か、改善・見直しが必要か等について検討することとしている。 

なお、法務省の実績評価においては、評価の対象となる政策の下に基本目標が設

定されており、必要に応じて、基本目標の下に達成目標が設定されているほか、目

標の達成度合いを推し量る上で参考となる参考指標を平成15年度評価から設定して

いる。 

 

これら 22 政策の実績評価についての審査の結果は、以下のとおりである（詳細

は、別添１－①「政策評価審査表（実績評価関係）」参照）。 



【審査結果整理表】 
           

目標の設定状況 

目標期間の 

設定の有無 
政策 

番号 
政   策 目標値等

の設定の

有  無 基準 

年次 

達成 

年次 

目標の達成度合い

の判定方法（判定

基準の定量化等）

 

２－（１） 国民の権利の保全に関する法制度の整備・運営及び国民の基本的人権の擁護  

①登記事務のコンピュータ化 ○ ○ ○ ― 

②商業登記に基礎を置く電子認証制度の導入 ○ ○ ○ ○ 

③外国法事務弁護士の在り方 ○ 年度ごと ○ 

④債権管理回収業の監督 △ 年度ごと （注４） 

 

⑤民事法律扶助事業の推進 △ 年度ごと （注４） 

２－（２） 法秩序の維持（刑事・治安の面から）  

①被害者等通知制度の適切な運用 ― 年度ごと ― 

②検察広報の積極的推進 ― 年度ごと ― 

③捜査における通訳の適正の確保 ○ 年度ごと ○ 

④矯正職員に対する研修の充実強化 ○ 年度ごと ○ 

⑤矯正施設における職業教育の充実強化 △ 年度ごと （注４） 

⑥矯正施設における教育活動の推進 ○ ○ ○ ― 

⑦更生保護活動の推進 ○ 年度ごと  ○ 

 

⑧「破壊活動防止法」及び「無差別大量殺人行為を行っ 

た団体の規制に関する法律」に基づく公共の安全の確 

保のための業務の実施 

― 年度ごと ― 

２－（３） 出入国の公正な管理  

①外国人の円滑な受入れ ― ○ ○  ― 
 

②好ましくない外国人の排除 ○ ○ ○  ○ 

２－（４） 国の利害に関係のある争訟の統一的かつ適正な処理  

 ①国の利害に関係のある争訟の処理 ○ ○ ○  ○ 

２－（５） すべての任務に共通の施策及び国際協力に関する施策等 

①広報活動の推進 △ 年度ごと （注４） 

②行政手続のオンライン化の推進 ○ ○ ○ ○ 

③女性職員の採用･登用拡大の推進 ○ ○ ○  ○ 

④外国の法務行政の用に供する施設の整備に係る国際協力 ○ 年度ごと ○ 

⑤国際連合に協力して行う研修、研究及び調査の推進 ○ 年度ごと ○ 

 

⑥法制の維持及び整備に関する国際協力の推進 ○ 年度ごと ○ 

   合      計（22 件） 
○＝14 

△＝４ 
○＝８ ○＝８ ○＝12 
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目標値等の設定状況についてみると、22 政策中、14 政策については、目標に関し

達成すべき水準が数値化等により具体的に特定されている（前回の評価では 19 政策

中、５政策）。しかし、８政策については、達成しようとする水準が具体的に特定さ

れていないことから、目標の達成度合いが定量的に把握できるようになっていない（た

だし、このうち、４政策については、今回の評価から「前年度増」、「前年度減」など

の達成すべき目標の方向が示されており、目標を達成したかどうかの判断はできるよ

うになっている）。これらの政策については、政策に係る業務の実施状況から基本目

標や達成目標の達成状況を総合的に判断しようとしている場合が多い。この点に関し、

法務省では、同省の主たる任務は、基本法制の維持及び整備、法秩序の維持、国民の

権利擁護等であり、同省の政策の特性上、達成すべき水準を適切な指標を用い、かつ、

数値で表すなど具体的に特定することが困難な政策が少なくないことから、可能な限

り目標の達成状況に関連した測定可能な指標や可能な限り客観的な情報、データ又は

事実に基づいた把握、第三者の活用等によるできる限り論理的な検証により、政策効

果の把握の客観性の確保に努めているとしている。 

以上のとおり、目標に関し達成すべき水準については、前回の評価に比べその明確

化が大幅に改善されていることから、引き続き、政策の特性を勘案しつつ、目標に関

し達成しようとする水準や内容をできる限り具体的かつ明確にするよう工夫していく

ことが期待される。 

また、目標期間の設定状況についてみると、今回の評価から評価書中に「基準年次」

と「評価総括年次」（達成年次）が明確に記載されている。このうち、毎年度一定の

水準で目標を達成すべき性質の政策であることから基本的に「年度ごと」に評価を行

うこととしている 14 政策については、具体的に「平成 15 年度」と記載するなど、目

標期間が明らかとなっている。 

実績評価方式は、目標期間が終了した時点で最終的な実績等を総括し、目標の達成

度合いについて評価することが基本であり、法務省の評価書においても、基本目標に

ついて評価総括年次（達成年次）が記載されている。しかし、今回の評価をみると、

評価総括年次（達成年次）が到来したものの中には、達成目標を測定するための指標

についての測定結果と分析結果の記述があるだけで、基本目標が達成されたのかどう

か分からないものや、指標の測定結果等が評価書に記述されていないものもみられた

ことから、今後、これらについて適切な評価の実施が望まれる。 

また、政策評価は、政策効果の把握を基礎として行うものであるが、22 政策につい

ては、行政活動に着目した目標が少なくないほか、目標の達成状況を具体的に測定し

ていくための指標についてみると、参考指標を含む 85 指標のうち、約９割はアウト

プットに着目した指標となっており（別添１－①の「達成すべき目標の実績を測定す

る指標の設定状況〈総括表〉」参照）、昨年度とほぼ同じ状況となっている。 

このようなことから、達成すべき目標に対する実績を測定し、政策効果の発現状況

を把握するためには、できる限りアウトカムに着目した指標を設定していくことが望

まれる。 
 
（注）１ 「目標値等の設定の有無」欄には、目標に関し達成すべき水準が数値化されている場合及び定性的

であっても目標が達成される水準が具体的に特定されている場合には「○」を記入し、いずれにも該

当しない場合には「－」を記入している。ただし、達成すべき水準は数値化等されていないものの、

前年度よりも数値を向上させる等の方向が示されている場合には「△」を記入している。 

２ 「目標期間の設定の有無」欄には、目標の達成度合いを検証する際の基準とする時期が設定されて

いる場合には「基準年次」欄に「○」を、目標を達成しようとする時期が設定されている場合には「達

成年次」欄に「○」を記入し、それらが設定されていない場合には当該欄に「－」を記入している。 

３ 「目標の達成状況の判定方法（判定基準の定量化等）」欄には、目標の達成度合いについての判定基

準が定量化されているか、又は、具体的で明確なものとして示されている場合には「○」を記入し、

示されていない場合には「－」を記入している。 

４ 「目標値等の設定の有無」欄において「△」を記入したものについては、達成すべき水準が数値化

等により具体的に特定されていないことから目標の達成度合いについての判定はできないが、法務省

においては、目標期間が年度ごととされかつ前年度よりも数値を向上させる等の達成すべき目標の方

向が示されていることから、目標を達成したかどうかの判定はできるものとなっている。 



３ 事前の事業評価についての審査 

（１）審査の考え方と点検の項目 

事前評価は、政策の決定に先立ち、当該政策に基づく活動により得られると見込

まれる政策効果を基礎として的確な政策の採択や実施の可否を検討するものとされ

ている（基本方針Ⅰ－４－ア）。事前評価においては、一定規模以上の事業費を要す

る個々の研究開発、公共事業及び政府開発援助を実施することを目的とする政策に

ついて、その実施が義務付けられている（行政機関が行う政策の評価に関する法律

（平成 13 年法律第 86 号。以下「評価法」という。）第９条及び行政機関が行う政策

の評価に関する法律施行令（平成 13 年政令第 323 号）第３条）。 

 

これら以外の政策については、評価法上は事前評価の実施が義務付けられている

わけではなく、また、必ずしも確立された手法による政策効果の把握が可能となっ

ているわけではないが、各府省における政策評価の実施状況をみると、それぞれが

定めた基本計画に基づいて、評価法で義務付けられた政策のほか、自発的・積極的

に新規の施策・事業や規制等を対象として事前評価が行われている。 

こうしたことを踏まえつつ、政策評価の質の向上に向けた今後の課題等を明らか

にする観点から、以下の点検項目により審査を行う。 

 

（政策効果の把握及び得ようとする効果の達成見込みについて） 

評価法では、行政機関は、その所掌に係る政策について、適時に、その政策効果

を把握し、これを基礎として、必要な観点から評価を行うこととされている（評価

法第３条）。事前評価を行う場合には、政策を決定する前の時点において、当該政策

の実施により得られると見込まれる政策効果を把握した上で、「得ようとする効果」

と「実際に見込まれる効果」との関係を明らかにし、当該政策の有効性を検証する

ことが必要である。すなわち、事前評価においては、当該政策を実施することによ

り得ようとする政策効果は本当に得られるのか、その確実性（安定性）はどの程度

のものなのかについて明らかにしていくことが求められる。 

また、得ようとする政策効果が費用に見合ったものとなっているかどうか等の効

率性に関する予測は、評価の対象とされる政策に適合した測定手法が開発されない

状況において定量的に行うことは必ずしも容易なことではない。 

この審査において点検を行っているのは、次の項目である。 

① 政策の実施により得ようとする効果はどの程度のものかなど、具体的に特定さ

れているか。 

② 政策の実施により得ようとする効果について、実際にどの程度得られると見込

まれるかなど、得ようとする効果の達成見込みの確からしさがどのように検証さ

れているか。 

③ 費用に見合った政策効果が得られるかどうかについて、どのような説明がされ

ているか。また、定量的な分析は試みられているか。 



（事前評価の結果の妥当性の検証について） 

事前評価については、政策効果が発現した段階においてその結果の妥当性を検証す

ること等により得られた知見を以後の事前評価にフィードバックする取組を進めてい

くことが重要である（基本方針Ⅰ－４－ウ）。 

政策の実施により「得ようとする効果」を的確に把握するためには、効果の把握の

方法が特定されており、かつ、それが効果をできる限り具体的（定量的）に把握でき

るものであることが望ましい。 

また、政策効果が発現した段階における事後的な検証を適切に行うためには、実際

に得られた効果が当初得ようとしていた効果との関係でどのように評価されることと

なるのかを、事前評価の段階で明らかにしておくことが望ましい。 

 この審査において点検を行っているのは、次の項目である。 

① 事後的な検証を行うなど、事前評価の結果の妥当性をどのように検証しようとし

ているのか。 

② また、事後的な検証を予定している場合には、政策効果の把握の方法が、得よう

とする効果が実際に得られたかどうかを事後的に把握することが可能な程度に特定

されているか。 

 

（２）審査の結果 

  法務省では、評価法上事前評価の実施が義務付けられている政策以外に、基本計画

において、法務省所管に係る新規採択事業で事業費 10 億円以上の施設の整備等につ

いて、事業評価方式を基本とした事前評価を行うこととしている。 

今回、審査の対象とした６件の政策評価は、いずれも、施設整備事業に係るもので

あり、事前評価の実施の義務付け対象外のものである。施設整備事業については、「法

務省大臣官房施設課における事業評価システム」（平成 13 年７月）に基づき、事業の

緊急性・優先性、計画の妥当性、費用対効果分析の三点から評価を実施している。 

 

６件の事業評価の審査の結果は、以下のとおりである（詳細は、別添１－②「政策

評価審査表（事業評価（事前）関係）」参照）。 



【審査結果整理表】 
 

効果の達成見 

込みに関する 

検証方法 

整

理

番

号 

政  策 手  段 

得よう

とする

効果の

明確性
推論 その他 

効果の

把握の

方法の

特定性 

効率性

に関す

る情報

 

１ 
周南法務総合庁舎整

備等事業 
施設整備（事業費要求） ○   ○ ◎ 

２ 
高知法務総合庁舎新

営工事 
施設整備（調査費要求） ○   ○  

３ 
大分第２法務総合庁

舎新営工事 
施設整備（調査費要求） ○   ○  

４ 宮城刑務所新営工事 施設整備（事業費要求） ○   ○ ◎ 

５ 
美祢社会復帰促進セ

ンター整備事業 
ＰＦＩによる施設整備（事業費要求） ○   ○ ◎ 

６ 福岡刑務所新営工事 施設整備（調査費要求） ○   ○  

合  計（６件） ○＝６  ○＝６ ◎＝３

総
括
記
述 

法務省は、施設整備事業の実施に当たり、調査費及び事業費の要求段階の２段階にお

いて事前評価を行うこととしている。施設整備事業についての評価は、「法務省大臣官房

施設課における事業評価システム」（平成 13 年７月。以下「事業評価システム」という。）

に基づいて行われており、事前評価の評価項目のうち、事業の緊急性・優先性及び計画

の妥当性については、調査費及び事業費の要求段階で、また、費用対効果分析について

は、事業費の要求段階で、それぞれ実施することとしている。 

事業の緊急性・優先性及び計画の妥当性については、事業評価システムにおいて、そ

れぞれ「評価指標」を設けており、整備しようとする施設の老朽、狭あい、収容能力等

のあらかじめ設定した項目についての判断基準に従って算出した評点の合計点が一定水

準以上であるかどうかによる検証が行われている。法務省では、６事業について、それ

ぞれの検証項目の評点の合計点は基準レベルの点数を超えたとしている。 

事業の有効性の検証に関して、法務省では、施設の整備方針に施設規模や施設に付加

される機能等を具体的に示していることから、得ようとする効果は特定されており、ま

た、庁舎や収容施設という施設の性格上、当該施設の利用が確実に見込まれることから、

施設の完成によって得ようとする効果が得られるとしている。 

費用対効果分析については、事業費要求段階に該当する３件について行われており、

法務省は費用を上回る効果が得られることが検証できたとしている。しかし、評価書の

記載内容のみではその基となったデータ等関係情報が十分明らかにされておらず、その

理由が必ずしも十分説明されているとは言い難いものとなっている。このことについて、

法務省は、国民から問い合わせがあった場合は、その内容について資料の提供も含め説

明を行うこととしている。 

（注）１ 「得ようとする効果の明確性」欄には、得ようとする効果について、「何を」、「どの程度」、「どうする」の

かが明らかにされているなどどのような効果が発現したことをもって得ようとする効果が得られたとするの

かその状態が具体的に特定されている場合には「○」を、「何を」、「どうする」のかは説明されているものの、

「どの程度」かは明らかでないなど具体的には特定されていない場合には「△」を、得ようとする効果につ

いての記載がない場合には「－」を記入している。 

２ 「効果の達成見込みに関する検証方法」欄には、推論及び比較・推計・実験のうち該当する分類（「推論」

欄には「○」）を記入している（複数もあり得る。）。 

「推論」 定性的な説明等により、得ようとする効果が実際に得られると見込まれることを説明している。 

 



＜その他（例示）＞ 

「比較」 過去の同種類似の政策の実施等により得られた効果、実績等を基に、今回の政策の実施により得

ようとする効果が実際に得られると見込まれることを帰納的に根拠付けている。 

「推計」 定量的なデータの集計・分析等に基づき、当該政策の実施により得ようとする効果が実際に得ら

れると見込まれることを一定の手法により算出し根拠付けている。 

「実験」 実験や研究の結果に基づき、当該政策の実施により得ようとする効果が実際に得られると見込ま

れることを実証的に根拠付けている。 

なお、施設整備のうち、施設に付加される機能が具体的に示されており、かつ当該施設の利用が確実に見

込まれることにより、施設の完成によって得ようとする効果が得られることとなるものについては、当該欄

に斜線を記入している。 

３ 「効果の把握の方法の特定性」欄には、政策の実施により発現した効果を把握できる程度に明確にされて

いる場合には「○」を、効果の把握の方法が不明確の場合には「△」を記入している。 

４ 「効率性に関する情報」欄には、当該政策（施策や事業）の実施に要する費用等に関する分析の結果が示

されている場合には「○」（当該政策の実施に要する費用等と当該政策により得られると見込まれる政策効

果との関係について定量的な分析が試みられている場合には「◎」）を、当該政策の実施に要する費用等の

見込額、従来からの活動等についての予算執行額（実績額）等の記載にとどまっている場合には「△」を、

上記の情報が記載されていない場合には「－」を記入している。 

なお、費用対効果分析を実施する段階にないものについては、当該欄に斜線を記入している。 

 

 

（全体注）各府省の評価の実施状況を踏まえた横断的又は共通的な課題等の整理・分析については、今
年度末を目途に別途取りまとめる予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

【別添１－①】 

 政策評価審査表（実績評価関係）                              

（説 明） 

本表は、公表された「平成 15 年度法務省事後評価実施結果報告書」に基づき総務省の責任において整理したものである。 

各欄の記載事項については以下のとおりである。 

 

欄   名 記          載          事          項 

「政策番号」欄 評価の対象とされた政策ごとに番号を付し、記入した。 

「政策名」欄 評価書の「施策等の名称」欄に記載されている事項を記入した。 

「達成すべき目標」欄 評価書の「基本目標」欄及び「達成目標」欄に記載されている事項を記入した。（達成目標が設定されていない場合は－を記入した。） 

「目標分類」欄 
「アウトカム指標とアウトプット指標の分類の考え方（総務省行政評価局）」を踏まえ、「Ｃ」、「Ｐ」の別を記入した。 

なお、「Ｃ」（＝outCome ）はアウトカム、「Ｐ」（＝outPut）はアウトプットをそれぞれ示す。 

「測定指標」欄 評価書の「指標」欄に記載されている事項を記入した。 

「指標分類」欄 

 

別添の「アウトカム指標とアウトプット指標の分類の考え方（総務省行政評価局）」を踏まえ、「Ｐ」、「ＣＭ」、「ＣＩ」のいずれか該当するも

のを記入した。 

なお、「ＣＭ」（＝outCome Measurable）はアウトカムで定量的な指標、「ＣＩ」（＝outCome Immeasurable）はアウトカムで定性的な指標、「Ｐ」

（＝outPut）はアウトプット指標をそれぞれ示す。 

「目標値」欄 基本目標又は達成目標が達成されたとする状態を示す数値、水準等を記入した。 

「目標期間」欄 
「達成年次」には、政策を実施することにより達成すべき目標を達成しようとする年次を、また、「基準年次」には、目標の達成度合いを把握

するための基準となる年次を記入した。（年度ごとに目標の達成度合いを把握しているものについては「年度ごと」と記入した。） 

「測定結果等」欄 評価書の「評価の内容」欄等の記述に基づき、測定結果、施策の実施状況等を記入した。 

「評価の結果」欄 評価書の「評価の内容」欄等の記述に基づき、評価の結果及び評価の結果に基づく今後の課題等を記入した。 

「政策手段」欄 基本目標又は達成目標を実現するために具体的に講じる手段を記入した。 

 



  

アウトカム指標とアウトプット指標の分類の考え方(総務省行政評価局) 
 
 各府省の実績評価方式を用いた評価で用いられている測定指標について、アウトカム指標とアウトプット指標との区分を分類整理するに当たっては、下記の考え方に沿って指標 
を分類した案を各府省に提示した。 
 

記 
 

 行政機関が行う政策の評価に関する法律(平成13年法律第86号)第３条第１項において、政策効果は「政策に基づき実施し、又は実施しようとしている行政上の一連の行為が国民 
生活及び社会経済に及ぼし、又は及ぼすことが見込まれる影響」と定義されている。この「国民生活又は社会経済に及ぼし、又は及ぼすことが見込まれる影響」がアウトカムに当たる。 
 

○アウトカム指標 

行政の活動の結果として、国民生活や社会経済に及
ぼされる何らかの変化や影響 
 

(例)   〇行政サービスに対する満足度、〇講習会の受講による知識の向上、技能の向上 
〇搬送された患者の救命率、〇開発途上国における教育水準(識字率、就学率) 
 〇農産物の生産量、〇大気、水質、地質の汚染度 
 〇ごみ減量処理率、リサイクル率、廃棄物の再生利用量、不法投棄件数 
〇株式売買高の推移、〇育児休業取得率  
〇就職件数、就職率 

○アウトプット指標 

アウトカム指標以外のもの 

① 行政の活動そのもの (例)    〇事業の実施件数、〇会議の開催数 
〇偽造防止技術の研究件数、〇環境基準の設定 
〇検査件数、〇行政処分の実施件数 

② 行政活動により提供されたモノやサービスの量 (例)    〇講習会、展示会等の開催回数、〇標準事務処理期間の遵守状況 
〇電算機の稼働率、〇助成金の支給件数・支給金額 
〇パンフレットの配布数 

③ 行政活動により提供されたモノやサービスの利用
の結果 

(例)    〇講習会、展示会等の参加者数、〇ホームページ等へのアクセス件数 
〇論文の被引用数、〇共同利用施設の利用者数 
〇放送大学の学生数、高等教育機関における社会人の数、〇技術士、環境カウンセラー等の登録者数 
〇相談件数、〇インターンシップ参加者数 

④ 行政機関同士や行政内部の相互作用の結果であり
直接国民生活や社会経済に及ぼす影響でないもの 

(例)    〇機構・定員等の審査結果、〇一般会計予算の主要経費構成比 
    〇法令等審査件数、〇恩給請求書を3か月以内に総務省に進達した割合  

⑤ 行政活動の結果に起因して生じている現象や事態
を表す指標であるが、それ自体は直接国民生活や社
会経済に及ぼす影響を表すものではないもの 

(例)    〇各種研究開発の特許取得件数、〇マネーロンダリングに関する金融機関からの届出件数 
〇新規化学物質の製造、輸入に関する届出件数 

 

 

 



 

 達成すべき目標の実績を測定する指標の設定状況＜総括表＞ 
 
達成すべき目標についてその実績を測定するため、事前に指標を設定しておく必要がある。また、指標は、できる限りアウトカムに着目した定量的なものである
ことが望ましい。 
法務省が設定した指標の特徴をみると、目標に関し達成しようとする水準が数値化等されている指標は少なく、全体に占めるアウトプット指標の割合が高くなっ
ている。 
 
【表 法務省における指標の設定状況とその性質】 

  
   

指標名等 指標数 

 

アウトカム アウトプット 

 

アウトカム定量 アウトカム定性 アウトプット 

 
指  標 

 

 

   ７２ 

 

３５ 

 

４ 

    

 

３１ 

   

 

３７ 

  

 

３ 

 

 

０ 

 

３４ 

  

 
参考指標 

 
１３ ２ ０ ２ １１ ３ ０ ８ 

 
合  計 
（構成比） 

 

８５ 

（100%） 

３７ 

（43.5％）

４ 

（4.7％） 

３３ 

（38.8％） 

４８ 

（56.5%） 

６ 

（7.1％） 

０ 

（－） 

４２ 

（49.4％） 

 
（注） 「目標に関し達成しようとする水準が数値化等されている指標数」欄は、目標に関し達成すべき水準が数値化されている場合及び定性的であっても目標が達成される水準が具体的に 

特定されているものを計上した。 
  

 

 

目標に関し達成しようとする水準が数値化等
されている指標数 

目標に関し達成しようとする水準が数値化等されていない指標数 



基準年次 達成年次

（基本目標）
　登記情報の電子化により、
登記情報の適正な管理が可能
になるだけでなく、登記事項
証明書等の迅速な交付が可能
となるなど利用者の窓口での
待ち時間が大幅に短縮され
る。また、利用者が登記所に
出向くことなく登記情報にア
クセスすることができ、自宅
近くの法務局において他管轄
物件の証明書の取得ができる
ようになるなどの行政サービ
スの向上に資することができ
る。

（不動産登
記）
　全国の登記
簿の総不動産
筆個数に対す
る移行完了筆
個数

Ｐ 全国の主
要な登記
所におけ
る不動産
登記情報
の電子化
完了

平成13年
度

平成16年
度

（達成目標）
　平成16年度末までに、需要
の多い都市部を中心として全
国の主要な登記所の登記情報
の電子化を完了する。

（商業・法人
登記）
　全国の登記
簿の総会社・
法人数に対す
る移行完了会
社・法人数

Ｐ 全国の主
要な登記
所におけ
る商業・
法人登記
情報の電
子化完了

平成13年
度

平成15年
度

２－（１）
－②

商業登記に基礎を
置く電子認証制度
の導入

（基本目標）
　商業登記に基礎を置く電子
認証制度の導入を次の「達成
目標」により進めることによ
り、電子商取引や電子申請・
届出の基盤整備を早期に実現
する。

（達成目標）
　本制度を利用可能な法人の
割合を平成16年度早期に
100％とする。

Ｐ 制度を利用す
ることが可能
な法人の割合

ＣＭ 13年度：
約50％以
上
14年度：
約85％以
上
15年度：
約95％以
上
16年度早
期：100％

平成13年
度

平成16年
度

○平成15年度における
目標を達成している。
16年度以降においても
引き続き電子商取引や
電子申請・届出の基盤
整備を早期に実現する
ため、計画的な導入を
図る。

○電子認証制度
の導入

政策手段

登記事務のコン
ピュータ化

政策評価審査表（実績評価関係）

○登記情報の電
子化

○平成15年度における
電子化の実績を維持す
れば、不動産登記につ
いては、16年度末まで
に需要の多い都市部を
中心とする全国の主要
登記所について登記情
報の電子化を完了する
見込みであり、商業・
法人登記については、
15年度末までに主要登
記所の登記情報の電子
化を完了しており、い
ずれも目標を達成して
いる。

○不動産登記情報電子化移行完了率：70.2％
（平成15年度末現在）

Ｐ

評価の結果測　　定　　結　　果　　等
政策
番号

政策名
達成すべき目標

(基本目標･達成目標)
目標
分類

測定指標
指標
分類

目標値
目標期間

２－（１）
－①

○商業・法人登記電子化移行完了率：79.4％
（平成15年度末現在）

○本制度利用可能な法人割合：98％（平成15年
度末現在）



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測　　定　　結　　果　　等

政策
番号

政策名
達成すべき目標

(基本目標･達成目標)
目標
分類

測定指標
指標
分類

目標値
目標期間

（基本目標）
　国民等が享受する外国法事
務サービスの向上

外国法事務弁
護士の増加

ＣＭ

Ｈ13
年度

Ｈ14
年度

Ｈ15
年度

（達成目標）
41 40 43

　外国法事務弁護士の質を保
ちながら数を増やす。 51 35 42

52 27 44

377 412 454

370 397 441

186 189 213

承認取消者の
数

ＣＭ 承認取消
者数ゼロ
の維持

Ｈ13
年度

Ｈ14
年度

Ｈ15
年度

0 0 0

0 0 0

平成15年度２－（１）
－③

外国法事務弁護士
の在り方

Ｃ ○事前相談事務
等
○承認事務等
○承認審査事務
処理の迅速性の
維持
○関連法令の改
正作業

区　　分

承認取消者数

総承認取消者数

区　　分

○平成15年度の外国法
事務弁護士の現登録者
数は前年度の189人から
12.6パーセント増加し
て213人となった。外国
法事務サービスの供給
量が増加し国内外の
ニーズに応えるものと
なったと評価される。
また、承認取消者数ゼ
ロを維持することがで
きたことは、これまで
の資格審査事務が適正
であったことを示し、
登録後も２年次報告書
等によりその業務内容
を把握することに努め
てきた成果であり、外
国法事務弁護士の質を
保ちながら数を増やす
という目標を達成する
結果となった。
　今後も社会、経済活
動の国際化に伴い、国
民等が享受する外国法
事務サービスを供給す
ることのできる司法的
なインフラとして、外
国法事務弁護士に対す
るニーズの継続的な増
加が見込まれることか
ら、外国法事務弁護士
制度の整備、拡充を
図っていく必要があ
る。

総登録者数

現登録者数

※単位は人

平成15年度

※単位は人

対前年度
増

○外国法事務弁護士の承認取消者数に関する状
況

承認申請受理数

承認者数(新規)

登録者数(新規)

総承認者数

○外国法事務弁護士の承認及び登録に関する状
況



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測　　定　　結　　果　　等

政策
番号

政策名
達成すべき目標

(基本目標･達成目標)
目標
分類

測定指標
指標
分類

目標値
目標期間

Ｈ13
年度

Ｈ14
年度

Ｈ15
年度

39 40 48

34 39 42

2 0 2

3 1 4

60 52.6 56.5

Ｈ13
年度

Ｈ14
年度

Ｈ15
年度

16 23 31

65 76 85

24.6 30.3 36.5

参考指標１

Ｈ13
年度

Ｈ14
年度

Ｈ15
年度

81 105 178

参考指標２

Ｈ13
年度

Ｈ14
年度

Ｈ15
年度

20 11 11

65 76 87

Ｐ

平成15年度

平成15年度

Ｐ

平成15年度

○債権管理回収
業の営業許可に
係る審査
○債権回収会社
に対する行政処
分
○債権回収会社
に対する立入検
査
○債権回収会社
の回収状況調査

平成15年度

対前年増

－

　行為規制以外に
　関するもの(件)

苦情率（％)

○「苦情率」をみると
前年度と比較して増加
しているが、行為規制
に関する実質的な苦情
率をみると前年度と比
較して減少している。
「立入検査の実施率」
及び「ヒアリング実施
件数」をみると、いず
れも大幅に増加してい
るほか、ヒアリング結
果等についても特に問
題になる事項は認めら
れない。業務改善命令
に係る行政処分が１件
実施されたが、会社の
運営体制に関するもの
で、反社会的勢力の参
入や過酷な債権取立て
に関するものではな
い。したがって、総合
的に判断して、いずれ
の指標についても目標
値を達成し得たと評価
できる。
○債権管理回収業の許
可申請件数は、87件で
前年度に比較して11件
増加するなかで、営業
許可の審査及び許可後
の上記監督を通じ、今
後も債権管理回収行為
の適正を確保する。

区　　分

営業許可審査件数
(件)

審査件数（累計）
(件)

区　　分

ヒアリング実施件数
（累計）(件)

実施率(％)

区　　分

区　　分

苦情の申立て件数(件)

（内訳）
　行為規制に関するもの
(件)

　その他(件)

実施会社数

営業会社数

－

平成15年度

対前年減

債権管理回収
業の営業許可
審査件数

債権回収会社
に対する立入
検査の実施状
況（実施率）

債権回収会社
に対する立入
検査で指摘し
た事項の改善
状況

苦情申立ての
状況（苦情
率）

－回収先（債務
者）ヒアリン
グによる回収
状況把握

Ｐ

Ｐ

Ｐ

２－（１）
－④

債権管理回収業の
監督

（基本目標）
　債権管理回収業における債
権管理回収行為等の適正の確
保

（達成目標）
　債権回収会社の違法・不当
な業務による国民被害を未然
に防止するとともに、暴力団
等反社会的勢力の参入を排除
する。

Ｃ



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測　　定　　結　　果　　等

政策
番号

政策名
達成すべき目標

(基本目標･達成目標)
目標
分類

測定指標
指標
分類

目標値
目標期間

参考指標３

Ｈ13
年度

Ｈ14
年度

Ｈ15
年度

０ ０ １

Ｈ13
年度

Ｈ14
年度

Ｈ15
年度

49,802 58,158 68,769

代理援助の実
施件数

Ｐ 対前年度
増 29,855 35,820 40,627

書類作成援助
の実施件数

Ｐ 対前年度
増 1,063 1,870 2,370

Ｐ 対前年度
増

参考指標

ＣＭ －

Ｈ14
年度

Ｈ15
年度

24.9 26.5

○15年度の事件数は258件、節減額449万円

区　　分 結　　果

成功率 84.6%

4.0％

65.1％

（達成目標１）
　増大する需要に対処するた
め，事業の効率化を図りつ
つ，民事法律扶助事業（法律
相談援助，代理援助及び書類
作成援助）の実施件数を増加
させる。

債権回収会社
に対する行政
処分の件数

Ｐ －

平成15年度

行政処分の件数(件)

法律相談援助件数
(件)

区　　分
平成15年度

区　　分

※15年度から法律扶助協会東京都支部において
試行的に開始

平成15年度

区　　分

Ｐ 対前年度
増

平成15年度２－（１）
－⑤

民事法律扶助事業
の推進

（基本目標）
　資力に乏しい者の「裁判を
受ける権利」が実質的に保障
される。

Ｃ

平成15年度大量一括委託
契約による事
件数

代理援助事件
（終結事件）
の成功率

○財団法人法律
扶助協会に対す
る補助金の交付

（達成目標２）
　立替金債権の償還率を向上
させる。

償還率 Ｐ 対前年度
増

平成15年度

代理援助開始決定件
数(件)

償還率（％）

和解成立

法律相談援助
の実施件数

平成15年度

5.0％

7.3％

○平成15年度の代理援
助、書類作成援助及び
法律相談援助の各件数
は、いずれも14年度と
比べて大幅に伸びてお
り、他方で事業の効率
的執行のための工夫も
なされている。また、
15年度に終結した代理
援助事件の結果につい
ては84.6パーセント
（14年度は85.2パーセ
ント）の事件が勝訴、
和解など被援助者の権
利が実現される方向で
終結している。これら
のことは、民事法律扶
助事業に対する需要の
増加に対し、財団法人
法律扶助協会が適切に
対応し、事業を遂行し
ていることを表してい
る。
○償還金収入は民事法
律扶助の主要な財源と
なっており、平成15年
度償還金収入は45億円
を超え、14年度を８億
円上回り、償還率も向
上している。このこと
は、扶助協会におい
て、立替金債権を適正
に管理し、償還金収入
の確保に努めているこ
とを示すものである。
○上記より、平成15年
度の民事法律扶助事業
は適正に実施されたも
のと評価できる。

書類作成援助開始決
定件数(件)

調停成立

免責（破産）

示談成立

勝　　訴

3.2％



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測　　定　　結　　果　　等

政策
番号

政策名
達成すべき目標

(基本目標･達成目標)
目標
分類

測定指標
指標
分類

目標値
目標期間

Ｐ －

通知件数

Ｈ15年Ｈ14年区　　分

（基本目標）
　刑事司法手続に対する被害
者等を含めた国民の理解と信
頼を得る。

（達成目標）
　被害者等に対し、被害者等
通知制度を広く知らせて、通
知を希望する人に対し、可能
な範囲で、刑事事件の処分結
果等の情報を提供する。

Ｃ 通知者数 Ｐ

通知希望者数

47,690

76,691

44,442

76,087

Ｐ

２－（２）
－①

被害者等通知制度
の適切な運用

36,220

Ｈ14年

79,454

33,376

Ｈ15年

79,927

－ 平成15年度

－ 平成15年度

通知希望者数

通知者数

公判期日

平成15年度

○被害者等に対
する刑事事件の
処分結果等の通
知
○法務省ホーム
ページ、パンフ
レットによる広
報

○本年も昨年に引き続
きパンフレット及び法
務省ホームページ上で
被害者を始めとする国
民に本制度を知らせて
いる。
○検察官等において
は、本制度実施要領に
基づき、被害者その他
刑事事件関係者に対
し、取調べ等を実施し
た際に通知希望の有無
を確認し、通知希望者
に対しては、通知する
ことが相当でないと認
めた場合を除き、刑事
事件の処分結果等の情
報を通知している。
○今後も提供できる情
報や通知方法などにつ
いて改善すべき点があ
れば検討し、刑事司法
手続に対する被害者等
を含めた国民の理解と
信頼を得るため、本制
度の適正な運用をする
ことが必要
○平成16年度から、
「通知希望者に通知し
なかった数」について
把握できるよう統計方
法を変更したことか
ら、来年、その結果を
踏まえ本制度の評価方
法等について見直しを
検討

17,981

26,715

1,382

※１　単位は人
※２　統計方法は暦年で１月から12月までの
　　集計である。
※３　通知者の総数が希望者の総数を上回っ
　　ているのは、同一者に対して複数回の通
　　知をしているためである。

区　　分

通知総数

（内訳）
事件の捜査処理

※１　単位は件
※２　統計方法は暦年で１月から12月までの
　　集計である。
※３　通知者数と通知件数の違いは、例えば、
　　同一者に対して同一機会に２つの事由
　　（捜査処理と公判期日）を通知をした場
　　合、通知者数は１、通知件数は２となる。

18,191

裁判結果

受刑者の釈放

24,462

1,054



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測　　定　　結　　果　　等

政策
番号

政策名
達成すべき目標

(基本目標･達成目標)
目標
分類

測定指標
指標
分類

目標値
目標期間

実施状況（対
象年齢層）

Ｐ －

実施状況（対
象年齢層別回
数）

Ｐ －

実施状況（内
容）

Ｐ －

○広報活動（移
動教室、出前教
室等）の実施
○検察庁ホーム
ページの充実
○検察広報官の
増設

平成15年度

平成15年度

○全国の各検察庁において各種広報活動を実施
し、延べ実施回数は469回、延べ参加人数は約
16,680人。広報活動の内訳は、移動教室、出前
教室、刑事裁判傍聴、庁舎見学、各種説明・講
演、パネル展や新聞等への寄稿
○各検察庁に対して、平成15年９月に各種広報
活動の対象者を限定せず、幅広い層に対して一
層積極的な広報活動を実施する方針を通知し、
幅広い対象者に対して各種広報活動を行うよう
徹底させた。
○平成14年８月、最高検察庁において検察庁
ホームページを開設し、移動教室や広報ビデオ
等の紹介を行っており、より一層の充実を図っ
た。15年度中のアクセス件数は約175,000件
○大規模庁の広報体制を強化するため、平成15
年度には広島及び札幌地方検察庁に検察広報官
が設置され、報道機関からの取材対応を担当す
る次席検事を補佐するとともに、各種広報活動
の実施、調整及び企画立案を専門に担当

○検察広報活動の対象
者について通知を発出
することにより、対象
者が幅広くなったと同
時に、より一層の積極
的な広報活動が行われ
た。さらには、検察庁
ホームページの継続的
運用や検察広報官の増
設などにより、より効
率的で効果的な検察広
報活動が行われた。
○本施策については､今
後も幅広い層の国民に
対して､各種広報活動を
積極的に実施するとと
もに、全国の検察庁に
おいて積極的に広報活
動を展開していくこと
で、より効果的な検察
広報活動の在り方を検
討しながら､｢検察に対
する国民の理解を深め､
国民の信頼を高める｣た
めに努力をしていく方
針である｡

その他（広報誌への
寄稿等）

９回 －

合　　計 469回 16,680人

中学生
（全学年）

165回 2,620人

110回 6,670人

71回 1,910人

実施回数
参加人数
（概数）

小学生（３年生から
６年生）

21回 890人

２－（２）
－②

検察広報の積極的
推進

（基本目標）
　検察に対する国民の理解を
深め、国民の信頼を高める。

（達成目標）
　全国の各検察庁において、
幅広い層の国民に対し、検察
の役割や刑事司法に関する広
報活動を実施する。

Ｃ 平成15年度

高校生
（全学年）

90回 4,580人

大学生（大学院生を含
めて全学年）

一般

10人
専門学生
（１年生）

３回



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測　　定　　結　　果　　等

政策
番号

政策名
達成すべき目標

(基本目標･達成目標)
目標
分類

測定指標
指標
分類

目標値
目標期間

２－（２）
－③

捜査における通訳
の適正の確保

Ｐ 実施状況

研修日数

Ｐ ２日間 ○通訳人セミ
ナーの実施

実施状況

研修員数

Ｐ 50人

２－（２）
－④

矯正職員に対する
研修の充実強化

（基本目標）
　受刑者の人権を尊重した処
遇が行われるようにする。

（達成目標）
　矯正施設で勤務するすべて
の職員に対し、質の高い人権
研修を受講する機会を与え
る。

Ｐ 上級幹部を育
成するための
研修における
新規人権研修
科目の導入

Ｐ 平成15年
度導入

○被収容者処遇場面を
想定したロールプレイ
ング、事例研究等の新
規人権研修科目を導入
し、幹部になった場
合、部下職員に対し受
刑者の人権を尊重した
処遇をどのようにして
指導すべきか等を学ば
せた。

上級幹部を育
成するための
研修における
福祉施設の体
験実習の導入

Ｐ 平成15年
度導入

○全研修員に、老人福
祉施設、障害者福祉施
設及び精神科病院11施
設における３日間の介
護体験実習を導入し、
高齢者及び障害者に対
する理解、認識を深め
させるとともに、豊か
な人間性の醸成に努
め、広く人権意識の涵
養を図った。

○新規人権研修
科目及び福祉施
設体験実習を導
入した上級幹部
育成研修の実施
○新規人権研修
科目を導入した
新規採用者研修
の実施
○中間監督者に
対する人権研修
の実施
○全施設におけ
る医療関係研修
の実施

（基本目標）
　適正な通訳人の確保のため
の対策を充実させる。

（達成目標）
　通訳人に対し、捜査におけ
る通訳の遂行に必要な知識及
び公平・中立な通訳を行うた
めの心構えを修得できるよう
研修・情報の提供等を充実さ
せる。

○平成15年７月７日から８日までの２日間、中
央研修として全国の地方検察庁から通訳人50人
が参加する通訳人セミナーを実施。ベテラン通
訳人による講義、外国人が関わる事件の捜査・
公判を担当している検察官による講義、検察官
による刑事手続法や刑事実体法の講義を行うこ
とにより知識の修得を図るとともに、通訳人が
立ち会う実際の裁判の傍聴や通訳人と検察官と
の意見交換を行い、情報収集の場を設けた。

平成15年度 ○上級幹部育成研修（矯正研修所高等研修課程
高等科研修）においてカリキュラムを見直し、
平成15年度から新たに「部下職員の人権意識の
育成」、「医療刑務所における精神障害受刑者
の処遇」等の科目を導入

平成15年度

平成15年度

○研修を実施したとこ
ろ、事後のアンケート
の結果により、捜査に
必要とされる知識、公
平・中立な通訳を行う
ための心構えが修得さ
れ、通訳人として資質
の向上に資することと
なったことが確認でき
た。
○今後とも、このよう
な諸施策を継続すると
ともに、研修後実施し
た事後アンケートに寄
せられた意見や要望を
参考にして、有能な通
訳人を確保する上での
新たな施策の必要性も
含めて検討し、質的向
上のための施策を進め
ていくことにする。

○平成15年度の上記研修から11の福祉施設等に
分かれ、それぞれ３日間の介護体験実習を新た
に実施した。

平成15年度



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測　　定　　結　　果　　等

政策
番号

政策名
達成すべき目標

(基本目標･達成目標)
目標
分類

測定指標
指標
分類

目標値
目標期間

　体験実習の前後におい
て、社会福祉協議会職員
を講師として招き、社会福
祉行政の実情、ボランティ
ア活動の意義等に対する
理解を深めさせ、併せて
意見交換を行うことによ
り、研修効果を高めた。

新規採用職員
を対象とする
研修における
新規人権研修
科目の導入

Ｐ 平成15年
度導入

○新たに採用された刑
務官、法務教官及び法
務技官に対し、主な人
権問題や被収容者の人
権に関する条約等につ
いて講義し、矯正施設
における被収容者の人
権について、基礎的知
識を身につけさせた。

中間監督者に
対する人権研
修の受講者数

Ｐ 対前年度
比74人

○平成15年度は現場施
設において、直接被収
容者の処遇に関与し、
部下職員を指導する立
場にある行刑施設の主
任矯正処遇官74人を新
たに加えて実施し、被
収容者場面を想定した
事例研究に基づく討議
を行うなどして、現場
責任者としての理解を
深めさせた。

全施設におい
て、医療関係
研修（精神疾
患や感染症等
に関する医学
的基礎知識の
付与）の実施

Ｐ 平成15年
度導入

○職員に対し、被収容
者の健康状態のとらえ
方、疾病を有する被収
容者に対する理解、認
識を深めさせるととも
に、医療上の不適切処
遇の防止を図り、人権
に配慮した処遇の推進
に努めた。

Ｈ13
年度

Ｈ14
年度

Ｈ15
年度

1,923 2,191 2,182

○刑務所等にお
ける職業訓練の
実施

２－（２）
－⑤

矯正施設における
職業教育の充実強
化

職業訓練受講者数

受講者数 Ｐ 対前年度
増

平成15年度

○矯正研修所８支所において、矯正施設におけ
る中間監督者に対する人権研修である「処遇実
務監督者研修」を実施。受講者数は、平成14年
度実績178人に対し、新たに行刑施設の主任矯正
処遇官74人を加え、平成15年度は252人に対し実
施

（基本目標）
　受刑者が出所後の生活に役
立つ免許・資格を取得できる
ようにする。

○ 受刑者の出所後の就
労に資すると考えられ
る資格、免許等につい
ては、前年度を285名上
回る2,214名（前年比
114.8パーセント）が

Ｐ

平成15年度 ○新規採用職員のための矯正研修所刑務官等研
修課程初等科研修、法務教官及び法務技官研修
課程基礎科研修においてカリキュラムを見直
し、平成15年度から全研修支所に「人権問
題」、「被収容者処遇と国際準則」等の科目を
導入

平成15年度

平成15年度

区　　分

○医療上の不適切処遇を防止する観点から、矯
正施設において医学的基礎知識を付与するた
め、医師等による「健康状態のとらえ方」、
「救急法」等を講義するなどの自庁研修を平成
15年度から新たに実施した。



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測　　定　　結　　果　　等

政策
番号

政策名
達成すべき目標

(基本目標･達成目標)
目標
分類

測定指標
指標
分類

目標値
目標期間

受講者数／受
刑者数

Ｐ 対前年度
増

参考指標

業種別雇用情
勢

Ｐ －

Ｈ13
年度

Ｈ14
年度

Ｈ15
年度

160
(179)

178
(220)

412
(561)

212
(262)

223
(271)

229
(249)

81
(83)

95
(98)

96
(97)

28
(29)

33
(34)

33
(33)

38
(46)

49
(51)

32
(33)

1,387
(1,580)

1,351
(1,567)

1,412
(1,709)

1,906
(2,179)

1,929
(2,241)

2,214
(2,682)

87.5 86.1 82.6

職業訓練の修
了者数

Ｐ

資格又は免許
の取得者数及
び取得率

区　　分

ＣＭ

合格率(％)

※１　単位は人
※２　各欄下段（　）書きは受験者数である。

溶接技能者

自動車整備士

訪問介護員
(ホームヘルパー)

対前年度
増

○資格免許等取得状況

平成15年度
○資格・免許等の取得者数
　前年度を285名上回る2,214名が資格・免許等
を取得

○資格・免許等の取得者率
　平成15年度は82.6パーセントであり、前年度
を3.5ポイント下回ったものの、受験者数は前年
度を441名上回った。

（達成目標１）
　受刑者に対し、広く職業訓
練の機会を与える。

取得していることか
ら、受刑者の改善更生
や社会復帰に資してい
ると評価できる。
○職業訓練の受講者数
は、作業スペースの狭
あい化による職業訓練
の統廃合を行ったこと
から前年度を９名下
回ったものの、前年度
同様、高い水準を維持
しており、受刑者の更
生復帰に資すると考え
られる職業訓練の受講
機会を広く与えている
と評価できる。
○現在、資格、免許等
の取得を目標とした職
業訓練は、主に初犯受
刑者が収容されている
施設を中心に実施され
ていることから、今後
は、引き続き労働需要
に関する情報を収集・
分析し、現下の過剰収
容下においても実施可
能で就職に有利となる
訓練種目の企画立案を
行い、併せて、累犯受
刑者の訓練受講機会の
更なる拡大を図る必要
がある。

対前年度
増

平成15年度

平成15年度

（達成目標２）
　受刑者に対し、職業に必要
な知識・技能を修得させる。

記述なし

平成15年度 記述なし

合　　計

危険物取扱者

記述なし

その他

理容師



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測　　定　　結　　果　　等

政策
番号

政策名
達成すべき目標

(基本目標･達成目標)
目標
分類

測定指標
指標
分類

目標値
目標期間

２－（２）
－⑥

矯正施設における
教育活動の推進

（基本目標）
　被収容者が、犯罪、非行事
実を客観的に見つめ、被害者
に対する自らの過ちに気づ
き、自己の責任を自覚できる
ようになる。

（達成目標）
　被害者の立場を理解し、被
収容者の改善更生を目指す教
育プログラムを作成する。

Ｃ 被害者の視点
を取り入れた
教育プログラ
ムの整備等を
目的として、
矯正局、矯正
管区、矯正施
設において実
施された協議
会、調査の進
ちょく状況

Ｐ 被害者の
視点を取
り入れた
教育プロ
グラムの
作成

平成14年
度

平成16年
度

○平成16年度に各矯正
施設における教育プロ
グラムを整備すること
を目標として、平成14
年度から調査研究を実
施してきたところ。平
成15年度の調査研究に
おいては、行刑施設16
庁、少年施設３庁にお
いて、対象者に応じた
プログラムの在り方等
について取りまとめを
行った。

○被害者の視点
を取り入れた教
育プログラムの
整備及びそのた
めの調査・研究

２－（２）
－⑦

更生保護活動の推
進

（基本目標１）
保護観察対象者が改善更生す
る。

（達成目標１）
保護観察処遇の充実強化を図
る。

Ｃ 施策の実施状
況

Ｐ － ○保護観察対象者の抱
えている問題は極めて
多元的であり、保護観
察を実施する期間も異
なるため、一定の期間
における改善更生の度
合い等について、一律
の指標、目標等を設定
することは困難であ
る。
○分類処遇について
は、平成15年度の調査
の結果分析を材料とし
て16年度に制度改正を
行う予定
○類型別処遇について
は、覚せい剤事犯対象
者に対する簡易尿検査
の実施を始めとする本
制度の適切かつ有効な
活用を通じ、保護観察
処遇の充実強化に努め
る。

○分類処遇・類
型別処遇の充実
化
○社会参加活
動、各種集団処
遇の積極的な実
施
○保護観察対象
者に対する就労
指導の充実
○協力雇用主の
確保等

○矯正局の指定した刑務所及び少年刑務所計16
庁において、被害者の視点を取り入れた教育に
係る指導要領作成のための調査・研究を実施。
平成16年３月に調査研究の概要、調査研究の成
果について取りまとめを行い、「被害者の視点
を取り入れた」教育についての指導案や指導要
領等を作成した。
○平成14年４月から16年３月にかけて、矯正局
の指定した矯正管区において当該管区及び同管
内少年院３庁により被害者の視点を取り入れた
教育に関する調査研究（研究授業、調査研究、
意見交換会等）を継続的に実施し、16年３月に
教育プログラムの基本的な考え方、指導計画、
指導案について取りまとめを行った。
○９庁の少年院で、被害者の視点を取り入れた
教育に関する公開授業を開催し、矯正管区、家
庭裁判所、地方検察庁、地方更生保護委員会、
保護観察所等関係職員により、指導計画や授業
内容に係る研究討議を実施。当該公開授業に出
席した関係機関からの意見を踏まえ、指導内容
等について検討

○分類処遇（保護観察対象者の処遇困難性を判
別し，処遇困難とされた者の処遇を充実させる
ことを目的とする制度）については、平成14年
度に実施した分類票の判別精度をより向上させ
るための調査の結果分析を行った。
○類型別処遇（覚せい剤関係や暴走族関係等，
保護観察対象者が持つ固有の特性や問題に焦点
を当て，それに対する効果的な処遇を実施する
ことを目的とする制度）については、３号観察
及び４号観察において覚せい剤類型の者が最も
多いことから、平成15年度は、特に覚せい剤類
型の保護観察対象者に対する処遇の充実（平成
16年度から全国の保護観察所で簡易尿検査を実
施等）に努めた。
○特別養護老人ホーム等福祉施設における介
護・清掃等の奉仕活動、知的障害者授産施設で
の共同作業、農作業体験、保育園での保育体
験、料理体験、道路や海岸等の清掃活動等の社
会参加活動を実施

平成15年度



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測　　定　　結　　果　　等

政策
番号

政策名
達成すべき目標

(基本目標･達成目標)
目標
分類

測定指標
指標
分類

目標値
目標期間

シン
ナー

覚せい
剤

暴力団 暴走族 中学生

7.2 1.2 0.3 12.3 4.5

15.2 5.3 1.4 27.7 0.7

0.9 27.1 3.5 0.4

1.7 16 4 1

5.9 9.5 1.9 9.5 2.1

参考指標２
社会参加活動
の実施回数、
社会参加活動
への保護観察
対象者の参加
人数

（達成目標２）
　保護観察対象者の就業を確
保する。

施策の実施状
況

○各種集団処遇につい
ては、一定の処遇効果
が期待できることか
ら、今後、実施事例に
係る情報の蓄積と共有
を図りつつ、その充実
に向けた方策を検討

総　　数

Ｐ － 平成15年度

参考指標１
各保護観察号
種別の類型の
認定割合

Ｐ ○平成15年度の社会参加活動実施状況
・実施庁　50庁（全保護観察所。前年度同数）
・実施回数　593回（前年度513回）
・保護観察対象者参加人数　1,599人（前年度
1,587人）

（注）１号観察：家裁決定により保護観察に付された者
　　　２号観察：地方更生保護委員会の決定により少年
　　　　　　　　院からの仮退院を許可された者
　　　３号観察：地方更生保護委員会の決定により仮出
　　　　　　　　獄を許可された者
　　　４号観察：裁判所の判決により刑の執行を猶予さ
　　　　　　　　れ保護観察に付された者

１号観察

－

Ｐ －

○各保護観察号種別の主な類型の認定割合（平
成15年末）（％）

○社会参加活動につい
ては、その内容は福祉
施設における奉仕活動
を中心に多岐にわたっ
ている。活動に参加し
た少年や保護者等から
得られた感想は、概ね
肯定的であり、社会参
加活動は保護観察対象
者の社会適応ひいては
その改善更生に大きな
役割を果たしているも
のと考えられる。今後
とも、保護観察対象者
の特性や地域の実情等
に応じた活動先の開
拓、活動内容の多様化
等を積極的に行うとと
もに、その実施方法、
参加者の選定等につい
てさらに工夫をする。

類　型

３号観察

２号観察

４号観察

○保護観察対象者に社会生活技能訓練等の処遇
技法を活用しながら、適職の探し方、就職活動
の方法、就労先での対人関係の在り方等につい
て指導
○より多くの事業主に協力雇用主として協力し
てもらうべく「社会を明るくする運動」等の機
会をとらえて広報を行った。



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測　　定　　結　　果　　等

政策
番号

政策名
達成すべき目標

(基本目標･達成目標)
目標
分類

測定指標
指標
分類

目標値
目標期間

参考指標１

Ｈ13年 Ｈ14年 Ｈ15年

22.6 23.8 23.8

14.2 14.6 14.6

26.8 26.6 26.3

30.9 33.2 32.7

37.9 41.2 40.6

参考指標２

14年 15年 16年

93.3 94.7 94.1

保護司の平均
年齢

Ｐ 対前年減

63.3 63.2 63.3

全保護司に占
める女性保護
司の割合

Ｐ 対前年増

24.2 24.6 24.9

○全国の協力雇用主数及び被雇用者数Ｐ － 平成15年度

保護観察終了
者に占める無
職者の割合

ＣＭ － 平成15年度

１号観察

２号観察

※平成13年から15年保護統計年報を参考

３号観察

４号観察

区　　分

5,050

423

16年
４月１日

5,547

577

○平成15年の保護観察
終了者に占める無職者
の割合は、平成14年と
比較し殆ど変化がな
く、依然として保護観
察対象者の就業は厳し
い状況。今後もより有
効な就労指導の方法に
ついて検討する。
○全国の協力雇用主数
は平成16年４月１日現
在で、前年に比べ、497
事業者増加し、被雇用
者数は154人増加してい
る。今後とも新規協力
雇用主の確保に努める
とともに、既存の協力
雇用主に対しても、保
護観察対象者の雇用促
進について一層の協力
を求める。

保護司の平
均年齢
（才）

全保護司に
占める女性
保護司の割
合(％)

Ｐ 平成15年度

平成15年度

平成15年度

協力雇用主の
数

保護司の充足
率

対前年増

（単位は％）

区　　分

15年
４月１日

区　　分

全体

協力雇用
主数

被雇用者数

Ｐ ○パンフレット
等を使用した広
報
○保護司組織と
一体となった取
組の推進
○実効が挙がる
ような研修の実
施
○保護司向けの
研修教材の配布

○保護司の人数は平成
16年１月１日現在
49,389人であるが、平
成16年４月から保護司
の再任年齢に一律上限
を定めたいわゆる保護
司定年制を完全実施し
たことに伴う保護司の
退任を踏まえ、さらに
充足率を高めることが
求められる。
○保護司の平均年齢に
大きな変動はないが、
60歳以上の保護司が
69.3パーセントに達し
ており、今後とも若年
層の保護司を確保する
取組を進める必要があ
る。

（基本目標２）
　保護司制度がより活性化さ
れる。

（達成目標）
　保護司を幅広く確保し、研
修を充実させる。

保護司の充
足率(％)



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測　　定　　結　　果　　等

政策
番号

政策名
達成すべき目標

(基本目標･達成目標)
目標
分類

測定指標
指標
分類

目標値
目標期間

保護司に対す
る研修実施状
況

Ｐ 前年実績
を基準

○全保護司のうち、女
性が占める割合は漸増
傾向にあるが、引き続
き､女性保護司の比率の
向上に努める必要があ
る。
○保護観察処遇に直結
する実践的な研修内容
や研修教材となるよう
考慮したが、社会内処
遇である保護観察は、
社会情勢等とも密接に
関わってくるので、こ
れらの諸情勢や対象者
の資質の変化等に適切
に対応するものとなる
よう引き続き研修の充
実化を図っていく。

14年 15年

5,138 5,415

32,277 32,553

58,396

58,396 73,956

小学生

○作文コンテスト応募作品数

79,770 101,893計

中学生

○各保護観察所において、新任保護司研修を始
め、地域別の定例研修や専門的知識及び技術修
得等を図ることを目的とした研修など、実効が
挙がるよう対象や目的に配慮した研修を実施
○保護司向けの研修教材として「更生保護」誌
（月刊）等を作成し、全保護司に配布

都道府県
（団体）

市町村等
（団体）

区　　分

14年 15年

21,374

主な行事の開
催回数及び参
加人員

ＣＭ 対前年度
増

（基本目標３）
犯罪予防活動を助長する。

平成15年度

平成15年度

（達成目標１）
社会を明るくする運動への参
加を促進させる。

Ｐ

平成15年度

参加団体数 ＣＭ 対前年度
増

○中央実施委員
会の開催
○広報活動の実
施
○広報資材の作
成・配布
○作文コンテス
トの実施
○地区実施委員
会への情報提供
○学校との連携
の推進

○全国における都道府
県及び地区実施委員会
を構成する機関・団体
数は、いずれも前年度
に比べて増加してお
り、本運動が着実に地
域社会に浸透している
ことが認められる。
○作文コンテストへの
応募総数は、小、中学
生いずれも大幅に増加
しており、各地の教育
委員会、学校に本運動
の趣旨が浸透し、児
童・生徒に犯罪や非行
について考える場が積
極的に提供されている
ことが認められる。



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測　　定　　結　　果　　等

政策
番号

政策名
達成すべき目標

(基本目標･達成目標)
目標
分類

測定指標
指標
分類

目標値
目標期間

（達成目標２）
更生保護ボランティア団体の
活動を促進する。

活動促進のた
めの支援の実
施状況

Ｐ 多彩で幅
広い活動
の実施

○全国レベルで開催し
た研修においては、そ
れぞれのテーマに沿っ
て、専門家による講演
会を行ったほか、先駆
的な活動を実施してい
る地区の参加者から発
表を求め、犯罪予防活
動上の効果的な活動例
について情報交換が行
われた。

○各種研修・協
議会の開催及び
開催支援
○各種活動の実
施支援

1,261 1,290

1,001

269,700

939

1,099

288,806

845

47,354

19,931

205,906

14年 15年

弁論大会・
標語募集等

7,929 7,938

行事名

16,900

756,926

○主な行事開催回数と参加人員

774,327

街頭補導活
動等

※上段は開催回数、下段は参加人数を表す。

250,665

656,135

16,255

192,317

659,891

平成15年度 ○全国、各地方及び各都道府県において、更生
保護女性会員やＢＢＳ(青年ボランティア）会員
等を対象とする研修・協議会等を開催（各団体
と共催）し、活動に必要な知識の習得及び活動
事例等に関する情報交換を支援
○更生保護女性会やＢＢＳ会が行う「ミニ集会
活動」、「子育て支援活動」、「グループワー
ク」などの実施に当たり、企画・運営に関する
助言、活動に必要な情報の提供等を通じて支援
を実施。さらに、関係機関・団体等との円滑な
連携のもとに実施されている特色豊かな活動を
取り上げ、広く広報するなどした。

ミニ集会
（住民集会
含む）

講演会

○各種行事の開催回
数、参加人員について
みると、講演会の開催
回数、参加人員が増加
しており、保護司によ
る非行防止教室を始め
とする学校との連携推
進が積極的になされて
いることが窺われる。
反面、その他の行事に
ついては、学校との連
携に関する諸活動に重
点が置かれ、従来の活
動内容に対する見直し
がなされたことや地域
社会の絆の弱まりなど
を背景としてこれら行
事への主体的な参加が
確保されにくくなって
いる等を要因として、
回数、参加者数ともお
おむね減少している。
　各地区実施委員会か
らは「マンネリ化傾
向」、「地域住民への
浸透不足」等の報告が
あり、状況の改善のた
め様々な活動方針が提
案されている。

その他

スポーツ大
会

1,433,851

3,701,495 3,452,401
計

48,705

20,671

1,438,454

226,918



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測　　定　　結　　果　　等

政策
番号

政策名
達成すべき目標

(基本目標･達成目標)
目標
分類

測定指標
指標
分類

目標値
目標期間

参考指標１

参考指標２

204,760人

Ｐ － 平成15年度

全国研修の参
加人員

ＣＭ更生保護ボラ
ンティア団体
の会員数

－ 平成15年度
○地域社会の絆の弱ま
りなど、地域活動を推
進する上での困難な状
況を背景として、新規
会員の獲得が困難とな
りつつあり、組織の充
実が大きな課題。各種
の会議や研修会、日常
の情報連絡の場を通じ
て、効果的な広報活
動、具体的な活動内容
について積極的に助言
し、組織の充実に向け
た支援を行うこととし
ている。

○更生保護女性会で
は、「ミニ集会活
動」、「子育て支援活
動」、ＢＢＳ会では、
「ともだち活動」、
「グループ活動」など
の活動例のとおり、多
彩で幅広い活動が展開
されているが、今後と
も各団体の自発性、自
主性を尊重しながら、
その活動の一層の活性
化が図られるよう支援
する必要がある。

6,024人

15年４月１日

更生保護女性会

ＢＢＳ会 6,169人

16年４月１日

201,448人

参加人員

100名

50名

研　修　名

平成15年度更生保護女性会
員中央研修

第44回ＢＢＳ会員
中央研修会



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測　　定　　結　　果　　等

政策
番号

政策名
達成すべき目標

(基本目標･達成目標)
目標
分類

測定指標
指標
分類

目標値
目標期間

（基本目標４）
　更生保護施設における犯罪
前歴者等の社会復帰を促進す
る。

（達成目標）
　築後おおむね20年以上経過
し、老朽化が進んだ更生保護
施設について、順次改築・補
修する。

Ｐ 15年度に改築
又は補修が完
了した施設数

Ｐ ４施設 ○更生保護施設
整備費補助金の
交付

平成15年度 ○本事業実施施設にお
いては、躯体の損傷、
鉄筋の腐食、採光や通
気性等の安全面、衛生
面の問題が改善され、
加えて、各種処遇を実
施する集団処遇室の整
備がなされるなど居
住・処遇環境の一層の
充実が図られたことに
より、入所者の更生意
欲の喚起、社会適応を
促進することが期待さ
れる。
○改修、補修を必要と
する施設がなお49施設
あり、中には築後50年
を経過する施設もある
ことから、その計画的
な整備を推進していく
必要がある。また、地
域に開かれた更生保護
施設づくりを進める一
環として、地域住民と
の交流を促進するため
の集会室の整備や今後
増加が予想される高齢
者や身体障害者などの
多様な入所者に対応で
きる「バリアフリー
化」の導入についても
推進していく。

○老朽化し、改築・補修の緊急性が高い更生保
護施設４施設に対し、更生保護施設整備費補助
金（事業総経費約771,461千円に対して補助金総
額215,700千円）を交付し、当該施設を設置経営
する更生保護法人、同法人を所管する保護観察
所と緊密な連携を保ちながら必要な助言、指導
を行い全面改築（２施設）、内外装の補修（２
施設）を実施



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測　　定　　結　　果　　等

政策
番号

政策名
達成すべき目標

(基本目標･達成目標)
目標
分類

測定指標
指標
分類

目標値
目標期間

２－（２）
－⑧

「破壊活動防止
法」及び「無差別
大量殺人行為を
行った団体の規制
に関する法律」に
基づく公共の安全
の確保に寄与する
ための業務の実施

（基本目標１）
　オウム真理教の活動状況を
明らかにすることにより公共
の安全の確保に寄与する。

（達成目標）
　観察処分の実施を通じてオ
ウム真理教の活動状況を明ら
かにする。

Ｃ オウム真理教
の組織、活動
の実態及び危
険性の解明の
度合い

Ｐ － ○観察処分の実施によ
り教団が麻原の絶対的
とも言える影響力の
下、危険な教義を保持
していること、巧妙な
手法で組織拡大を図ろ
うとしていることなど
教団の活動実態を相当
程度解明し、教団が依
然として無差別大量殺
人行為におよぶ危険性
があることを明らかに
した。一方、教団施設
が所在する地方公共団
体においては、依然と
して観察処分に期待が
寄せらており、引き続
き、観察処分により、
その期待に応えていく
必要がある。

○団体規制法に
基づく観察処分
の実施（同法第
７条第１項に基
づく調査、同条
第２項に基づく
立入検査の実施
及び同法第５条
第３項に基づく
報告書の徴取）
○団体規制法に
基づく地方公共
団体への情報提
供

・このほか、教団に対する調査の結果、「不法
事犯の再発防止」を口実に、ロシアでの活動を
本格化させている事実及び教団名を秘匿した
ヨーガ教室等を開催し勧誘活動を展開するな
ど、巧妙な手法で組織拡大を図ろうとしている
事実を確認。
・平成16年２月27日の麻原に対する一審判決に
向けて、教団による不法事犯の未然防止のた
め、特別調査体制を組み、その一環として、11
施設に対する一斉立入検査を実施。
○公安調査庁長官は、教団から標記期間内にお
いて、４回にわたり、教団役職員及び構成員の
氏名、住所、教団所有、管理の土地及び建物の
所在、用途、資産等について報告を受けた。そ
の結果、麻原を役員及び構成員として報告せ
ず、新たに獲得した信徒についても、構成員と
して報告しないなど、教団の欺瞞的体質が改善
されていないことが確認された。
○観察処分に基づく調査結果については、関係
地方公共団体の長の請求を受けて、16の地方公
共団体に対し56回にわたり情報提供を行った。

平成15年度 ○公安調査庁は、「無差別大量殺人行為を行っ
た団体の規制に関する法律」（平成11年法律第
147号。以下「団体規制法」という。）第７条第
２項に基づき、観察処分の被処分団体であるオ
ウム真理教の施設に対し、合計20回、33施設に
ついて延べ689名の公安調査官を投入し217時間
にわたって検査を実施。その結果は以下のとお
りである。
・教団が平成14年12月に回収した旨を発表して
いた、殺人を肯定する麻原の説法等を収載した
説法集「尊師ファイナル・スピーチ」を施設内
に保管していること、麻原と同じ脳波が発信さ
れているとされる修行用の法具である「ＰＳ
Ｉ」と称するヘッドギアを使用していることな
どが確認され、教団内において、麻原が依然と
して絶対的とも言える影響力を有していること
が裏付けられた。
・教団側は、大半の施設で、検査手法に係る教
団独自の見解をまとめた文書に基づいて検査を
けん制したり、パソコンに保管された電子ファ
イルの開示要求に応じないなどの非協力的姿勢
を示し、検査対象物である書類を裁断機で破棄
するという事件も発生した（団体規制法第39条
違反で刑事告発、一審で有罪確定）。



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測　　定　　結　　果　　等

政策
番号

政策名
達成すべき目標

(基本目標･達成目標)
目標
分類

測定指標
指標
分類

目標値
目標期間

（基本目標２）
　内外情勢に関する情報を政
府機関に提供することにより
公共の安全の確保に寄与す
る。

（達成目標）
　内外情勢に関する調査を通
じて得られた公共の安全の確
保に関する情報を政府機関に
適切に提供する。

Ｃ 提供情報の迅
速性・適時
性、当該情報
の正確性

Ｐ － ○国際テロや北朝鮮問
題などに関して収集・
分析した情報について
は、関係機関に迅速・
適時に提報し、提報先
から一定の評価を得
た。
○上記問題について
は、把握・解明すべき
課題は多数あり、公安
調査庁として、我が国
の治安の維持と安全の
確保のためにより一層
の貢献を果たすため、
調査力を質・量ともに
一段と充実強化する必
要がある。

○国際テロ・北
朝鮮問題に重点
化した情報収集
体制の強化
○収集した情報
の政府関係機関
等に対する迅速
な提供

２－（３）
－①

外国人の円滑な受
入れ

（基本目標）
　我が国の国際協調と国際交
流を増進し、我が国社会の健
全な発展を目指す。

（達成目標１）
専門的、技術的分野の外国人
労働者の円滑かつ適正な入
国・在留を実現する。

Ｃ 在留資格及び
在留資格に係
る基準の見直
し、手続等の
簡素・合理化
など、円滑・
適正化のため
施策の内容及
び実施状況

Ｐ 専門的、
技術的分
野の外国
人労働者
の円滑か
つ適正な
入国・在
留の実現

平成12年
３月

平成17年
３月

○改正告示により、従
来は「技術」に係る上
陸許可基準に適合せず
入国できなかったフィ
リピン及びベトナムの
機関が実施する試験の
合格者が入国を認めら
れるようになったこ
と、また、特区法に基
づき外国人ＩＴ技術者
に係る在留期間の伸長
等特例措置を講じたこ
となどから、専門的、
技術的分野の外国人労
働者のより一層円滑か
つ適正な入国・在留の
実現を図ることができ
た。
○平成15年度において
は、特区法に基づく入
管法の特例措置によ
り、特区内の研究施設
等における外国人研究
者が研究の成果を利用
して事業経営を行うこ
とが可能となったほ
か、永住許可要件の

○外国人ＩＴ技
術者の一層の受
入れに向けた法
務省告示の一部
改正
○特区法による
入管法の特例措
置等
○「構造改革特
区の第２次提案
に対する政府の
対応方針」を受
けた対応

平成15年度

○外国人ＩＴ技術者については、平成13年12月
28日、法務省令を改正し、情報処理に関する技
術又は知識を必要とする業務に従事しようとす
る外国人が、平成13年法務省告示第579号をもっ
て定める試験のいずれかに合格し、又は資格を
有している場合には「技術」の在留資格に関す
る上陸許可基準である「大卒若しくは大卒相当
以上の学歴又は10年以上の実務経験」を問わず
に入国・在留できることとした。平成15年５月
30日付け法務省告示では、フィリピン・日本情
報技術標準試験財団が実施する基本情報技術者
試験及びベトナム情報技術試験訓練支援セン
ターが実施する基本情報技術者試験の合格者を
新たに上記上陸許可基準の特例措置の対象とし
た。
○構造改革特別区域法（平成14年法律第189号。
以下「特区法」という。）において産学連携が
推進されている地域において研究活動や当該研
究活動と合わせて経営活動を行おうとする外国
人研究者について「特定活動」の在留資格を付
与することを可能とし、この場合の在留期間の
上限を３年から５年に伸長する措置を講じた。
○平成15年４月１日から特区内の特定事業等に
係る外国人の入国・在留諸申請について、専用
窓口を設けるなどして、他の案件より優先して
処理

○公安調査庁は、管理部門や国内部門から国外
部門へ人員をシフトし、国際テロ（本庁に「国
際テロ特別調査本部」を設置）や北朝鮮問題
（「万景峰92号」入港に関して本庁及び新潟に
現地本部設置）に関する情報の収集、分析に重
点的に取り組んだ。
○収集・分析した情報については、内閣等に対
して直接報告したのをはじめ、政府内部におけ
る各種会議（例：内閣情報会議）の場を通じ
て、あるいは職員が関係省庁に赴いて提報する
など、政府機関に迅速・適時に提出
○12月には「内外情勢の回顧と展望」を公表し
たのをはじめ、週ごと、月ごと、あるいは随時
の形で各種印刷物を関係機関等に配布。また、
公安調査庁のホームページ上の「最近の内外情
勢」欄において内外情勢に関する情報を継続し
て掲載



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測　　定　　結　　果　　等

政策
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明確化・弾力化によ
り、我が国で長期活動
を希望する有益な専門
的、技術的分野の外国
人労働者の円滑な受入
れを図ることができ
た。
○今後も、我が国にお
ける受入れ環境その他
内外の状況を十分に見
極め、不法滞在等の防
止に留意しつつ、社会
のニーズ等に応える外
国人の円滑かつ適正な
受入れを図る施策を実
施していく必要があ
る。

○平成15年４月１日から特区内の特定事業等に
係る外国人で我が国への貢献があると認められ
る者については、永住許可に必要な在留要件を
５年以上から３年以上に短縮
○平成15年10月１日から特区内の事業所におい
て活動する情報処理技術者について、在留期間
の上限を３年から５年に伸長する措置を講じ
た。

○平成16年２月27日の法務省令の改正により、
いわゆるソムリエに関する「技能」の在留資格
に係る上陸許可基準である10年の経験年数要件
を５年に短縮
○平成16年２月27日の法務省令の改正により、
医師等の確保が困難な地域における外国人医師
等が診療業務を行おうとする稼働先について、
従来の「診療所」に加えて「病院」にも拡大
○企業等のニーズを踏まえ、問題のない優良な
企業については、在留資格認定証明書交付申請
に係る手続の迅速化・簡素化をした。
○５年以上の在留実績がある者で我が国への貢
献が認められて永住が許可された事例及び不許
可とされた事例を法務省ホームページにおいて
公開し、永住許可要件の明確化を図った。



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測　　定　　結　　果　　等

政策
番号

政策名
達成すべき目標

(基本目標･達成目標)
目標
分類

測定指標
指標
分類

目標値
目標期間

７年 10年 12年 14年 15年

53 55 59 62 62

84 86 106 112 113

平成12年
３月

○平成15年度におい
て、研修生送出国の
ニーズ等を踏まえ、技
能実習移行対象職種は
62職種113作業に拡大さ
れ、その施策によっ
て、従来は、研修から
技能実習に移行でき
ず、帰国しなければな
らなかった外国人が技
能実習を行うことが可
能となった。
○平成15年度末に推薦
研修制度を廃止した
が、一定の条件の下で
引き続き当該研修を研
修生の受入れ人数枠等
の特例の対象とし、ま
た、特区における特例
措置を講じたことで外
国人研修生の円滑な受
入れを図った。
○「団体監理型」研修
に係る受入れ機関の実
態調査を積極的に実施
し、不正行為認定を行
うことなどにより、研
修生、技能実習生の適
正な入国・在留の実現
を図ることができた。
○技能実習生に係る在
留資格「特定活動」を
もって在留する者の外
国人登録者数は、平成
15年12月31日現在、
46,352人で５年前の３
倍近くとなっており、
技能実習制度が確実に
定着・拡大しているこ
とがうかがわれる。
○入国管理局では、研
修・技能実習制度の見
直しや、技能実習対象
職種の拡大等による制
度の拡充について、関
係省庁と協力して検討
を行っている。また、
活動内容が分かりにく
いとの指摘もある

○技能実習移行
対象職種の拡大
○研修及び技能
実習制度の適正
化及び拡充

（達成目標２）
研修生、技能実習生の円滑か
つ適正な入国・在留を実現す
る。

適正な管理を
確保した上で
の手続等の一
層の簡素・合
理化など、円
滑・適正化の
ための施策の
内容及び実施
状況、研修生
等の適正な在
留の把握や指
導の状況

Ｐ 研修生、
技能実習
生の円滑
かつ適正
な入国・
在留の実
現

平成17年
３月

○（財）国際研修協力機構の推薦を受けて研修
生を受け入れてきた研修事業で法務大臣が適正
と認めるものについては、新たに受入れ機関ご
とに個別に法務省告示をもって定めることと
し、申請人がその告示をもって定める研修を受
ける場合、受入れ機関が受け入れることができ
る研修生の人数枠等について特例を認めること
とした。
○平成15年10月１日から特区内に所在する所要
の要件を満たす事業所において、実務研修を含
む研修を受けようとする外国人研修生につき、
その受入れ人数枠を緩和する特例措置を講じ
た。
○いわゆる団体監理型（商工会・協同組合等の
団体が監理することで受入れが認められている
研修）による研修生受入れ、とりわけ問題が多
くみられる中小企業団体の中で、異業種の組合
における研修の実施体制等が疑問視されている
ことから、実態調査を実施した結果、研修生の
所定時間外活動、名義貸し及び研修計画の齟齬
等不適切な研修・技能実習事案が判明した92の
受入れ機関に対して不正行為認定をした。

作業数

○平成15年度においては、関係省庁等と協議を
行った上、「定置網漁業」について技能実習へ
の移行対象作業に追加した。

○技能実習移行対象職種・作業の拡大状況

区　　分

職種数
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技能実習に係る現行の
在留資格「特定活動」
について、独立した在
留資格を新設するなど
を含めた必要な法改正
についても検討してい
る。

（達成目標３）
学術・文化面にかかわる外国
人の円滑かつ適正な入国・在
留を実現する。

留学生等の受
入れ促進のた
めの施策や文
化、スポーツ
等を通じた交
流促進のため
の施策の内容
及び実施状
況、留学生等
の適正な在留
の把握や指導
の状況

Ｐ 学術・文
化面にか
かわる外
国人の円
滑かつ適
正な入
国・在留
の実現

平成12年
３月

平成17年
３月

○平成16年４月期生に係る在留資格認定証明書
交付申請及び以後の在留資格変更許可申請等に
ついて、経費支弁能力の確実な確認など審査の
一層の適正化を図った。
○一部の教育機関において、学生の在籍管理が
不十分であるなどの問題が発生したため、平成
14年度に引き続き、平成15年度においても教育
機関の所在地を管轄する地方入国管理局に教育
機関の関係者の出頭を求め、選抜方法の改善及
び在籍管理の改善・徹底に係る注意・指導を
行った。また、適正な学校運営の一助及び留学
生、就学生の適正な人材育成に役立ててもらう
べく、平成15年６月在京の留学生等が在籍する
教育機関の関係者を集め、警視庁との共催によ
り講習会を開催した。
○平成15年度において、日本語学習を目的とし
て入国する留学生、就学生を受け入れることが
できる日本語教育機関を告示で定める告示を５
回改正し、在留資格に関して、専修学校等にお
いて日本語教育を行う教育機関として新たに44
校を追加し、平成16年３月31日現在、法務大臣
が告示をもって定めた日本語教育機関は427校と
なった。なお、平成15年度中に３校が廃校。
○「構造改革特区の第２次提案に対する政府の
対応方針」等を受け、以下の対応をした。
・夜間大学院留学生に対する「留学」の在留資
格の基準の特例を認めるための法務省令の整備
・留学生が卒業後に就職活動を行う場合におけ
る最長180日間の「短期滞在」の在留資格の容認
・夏季休暇期間等を利用して本邦企業等での実
務を経験（インターンシップ）する外国人学生
の受入れのための法務省告示の改正
○法務省告示を改正し、我が国で福祉ボラン
ティア活動を行おうとする英国人に係る英国政
府に対する口上書の適用を受ける英国人が、我
が国において１年を超えない期間、社会福祉法
人等に受け入れられてボランティア活動を行う
ことを可能とした。

○在留資格認定証明書
交付申請等について、
従来の取扱いを改めて
審査の一層の適正化を
図ったほか、教育機関
に対し、適正かつ円滑
な受入れに当たって留
意すべき事項を指導し
た。
　また、平成13年度に
財団法人日本語教育振
興協会を日本語教育機
関の施設及び編制につ
いての審査及び証明を
行う事業者として認定
したことにより、同協
会の審査結果を参考に
できるようになった結
果、平成15年度におい
ても14年度同様、業務
の簡素・合理化が図ら
れ、留学生等の各種申
請への対応に、より円
滑かつ適正に対応でき
るようになった。これ
らの施策を通じ、真に
我が国で学ぼうとする
留学生、就学生の円滑
かつ適正な入国・在留
の実現を図ることに貢
献できたものと考え
る。
○平成15年度において
は、特区における特例
措置として、夜間大学
院留学生の受入れを認
める特例措置を講じ、

○「留学」及び
「就学」の在留
資格に係る審査
の一層の適正化
○教育機関に対
する指導
○「留学」及び
「就学」の在留
資格に関する日
本語教育機関の
告示の改正
○夜間大学院留
学生に対する
「在留」の在留
資格の基準の特
例を認めるため
の法務省令の整
備
○留学生が卒業
後に就職活動を
行う場合におけ
る最長180日間の
「短期滞在」の
在留資格の容認
○夏季休暇期間
等を利用して本
邦企業等での実
務を経験（イン
ターンシップ）
する外国人学生
の受入れのため
の法務省告示の
改正
○英国人ボラン
ティアの受入れ
のための法務省
告示の一部改正



基準年次 達成年次
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学術交流の更なる発展
に貢献したと考えられ
るほか、全国において
行う措置として留学生
が卒業後に就職活動を
行う場合における最長
180日間の短期滞在の在
留資格の容認等の措置
を講じることを通じ
て、より魅力的な留学
環境を整備した。
○学術・文化・青少年
交流は、今後の我が国
の国際的発展の大きな
力となるものであると
の観点から、今後も留
学生等の受入れ促進の
ための諸施策を他の行
政分野を担当する機関
とも協力の上で実施し
ていくことに加えて、
スポーツ、イベント、
ワーキング・ホリデー
制度等を通じた交流を
支援していくこととす
る。

○しずおか国際
園芸博覧会開催
に係る関係者の
円滑な受入れを
実現するための
法務省告示の一
部改正

Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16

224,067 220,552 219,418

厳格な出入国
審査、強力な
摘発、円滑な
送還など不法
滞在者縮減の
ための施策の
実施状況

Ｐ 効果的な
不法滞在
者対策の
実施

区　　分

不法残留者数

○総合的な不法就労外
国人対策を行った結
果、毎年新たな不法残
留者が発生する中で、
平成16年1月1日現在の
不法残留者数は219,418
人と前年同期に比べ
1,134人(0.5％)減少
し、10年前の平成７年
１月１日現在と比べ
67,286人(23.5％)の減
少となるなど引き続き
減少傾向を維持してい
ることから、効果的な
不法滞在者対策を実施
することができたもの
と考える。
○全国の空港等に最新
鋭の偽変造文書鑑識機
器を配備し十分に活用
した結果、平成15年中
に出入国審査時に発見
した偽変造文書発見

○入管法違反外
国人の摘発、送
還
○不法就労外国
人対策キャン
ペーン月間の実
施
○厳格な入国審
査
○関係国との連
携強化等
○法整備

(1)積極的な摘発、円滑な送還の実施等
ア摘発体制の強化
　摘発専従型出張所である新宿出張所を新設
し、平成15年４月から同12月までに不法滞在者
等847人を摘発。また、東京入国管理局に調査企
画部門を新設し、質の高い情報分析を行い、提
報等を最大限活かせるような体制整備を行っ
た。さらに、入国管理局ホームページにおいて
メールによる情報受付を開始し、情報を提供し
やすい環境を整備
イ入管法違反外国人の集中摘発の実施等
　平成14年度に引き続き、平成15年９月から10
月にかけて全国から入国警備官を東京入国管理
局に応援派遣のうえ、都内を中心に345か所で入
管法違反外国人の集中摘発を実施。

○法務省告示を改正し、しずおか国際園芸博覧
会開催において、関係者の開催準備段階からの
円滑な受入れを可能とした。

○不法残留者総数の推移　　（人）我が国におけ
る不法滞在者
数(推計値）

ＣＭ ５年間で
不法滞在
者数の半
減

平成12年
3月

平成17年
３月

２－（３）
－②

好ましくない外国
人の排除

（基本目標）
我が国社会の安全と秩序の維
持を目指す。

（達成目標）
平成20年までの５年間で不法
滞在者を半減させる。

Ｃ
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件数は、昨年より
１,066件(41.0％)の大
幅な増加となる3,660件
であり、新たな入管法
違反者の入国阻止に効
果があったものと考え
る。
○しかしながら、不法
残留者数は20万人を超
えており、依然として
高水準にあるほか、不
法滞在外国人による凶
悪犯罪などが発生して
いる中で、国民の期待
に応えるためにも、こ
れら外国人を確実に排
除する必要がある。
○入国管理局として
は、一層強力かつ効果
的な不法滞在者対策を
推進していく必要があ
る。特に「犯罪に強い
社会の実現のための行
動計画」等を強力かつ
着実に遂行し、不法滞
在者の大幅な減少を実
現することが最重要と
考えている。

集中摘発としては史上最高の1,643人を摘発し、
早期かつ効率的な退去強制手続を進めた。
ウ円滑な送還の実施
　不法滞在者のスムーズな排除を行うため、東
京入国管理局に、退去強制事由の該当性を審査
する違反審査要員10人、収容所の処遇業務要員
22人、成田空港等への護送等執行業務要員10人
を増員し、一層強力な退去強制業務処理体制を
構築
(2)不法就労外国人対策キャンペーン月間の実施
　平成15年６月を「不法就労外国人対策キャン
ペーン月間」と定め、関係機関に協力を依頼。
主要な空・海港や在日外国公館を通じての啓発
等の広報活動を行った。また、平成15年６月に
は政府において「外国人労働者問題啓発月間」
が設定され、平成14年度に引き続き、警察庁、
法務省、厚生労働省の担当課長で構成される
「不法就労外国人対策等協議会」は経済４団体
に対し傘下の事業主に対する適正な外国人の雇
用に関する指導と啓発を行うよう要請
(3)上陸審査時の厳格な対応
ア厳格な上陸審査の実施
 不法残留者の大半が在留資格「短期滞在」で入
国していることから、各空港の実情に合わせて
当該在留資格に係る上陸審査マニュアル等を作
成するなどして上陸審査の厳格化を図った。
イ偽変造文書対策の強化
　偽変造文書対策を一層強化するため、法務省
入国管理局総務課出入国情報管理室に文書鑑識
係を新設。また、職員の鑑識能力向上のため最
新の偽変造文書の特徴等に関する研修を実施。
平成15年度においては、名古屋空港及び福岡空
港に偽変造文書対策担当の総括審査官を増設し
たほか、全国の主要な空・海港に文書鑑識を行
う小型の機器160台配備し体制の充実・強化を
図った。
(4)関係国との連携強化等
　不法滞在者の取締り強化と未然防止の実効を
期するため、国内関係機関との連携を一層推進
するとともに、不法滞在者の多く発生する国に
対し、出国管理の強化等を協力要請したほか、
平成16年２月からはコロンビア人について査証
取得勧奨措置が講じられた。
(5)法整備
　不法滞在者対策として、以下の内容を盛り込
んだ入管法改正法案を平成16年２月27日国会に
提出した。
・不法滞在に係る罰金を大幅に引き上げ、悪質
な不法滞在者に係る上陸拒否期間を５年から10
年に伸長する。
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２－（４）
－①

国の利害に関係の
ある争訟の処理

（基本目標）
訟務部門が処理する本訴事件
を適正・迅速に処理すること
により、国民の期待にこたえ
る司法制度の実現に寄与す
る。

（達成目標）
訟務部門が処理する本訴事件
の第１審の訴訟手続をすべて
２年以内に終了させる。

Ｐ 判決により終
了した本訴事
件の第１審の
うち、審理期
間が２年以内
であったもの
の率

Ｐ 100% 平成15年
度

平成20年
度

○訴訟対応につ
いての各府省事
務次官あて法務
事務次官通知
○冊子の作成

・自ら当局に出頭した者で一定の要件に該当す
るものについては、簡易な手続きで迅速に出国
させるための出国命令制度を新設し、その上陸
拒否期間を５年から１年に短縮する。
・不正の手段で上陸許可を受け本来我が国に入
国・在留することのできない外国人に対して在
留資格を在留期間の途中で取り消すことができ
る制度を新設する。

　訟務組織が処理する本案訴訟で平成15年度中
に地方裁判所で言渡しのあった第１審判決1,095
のうち、訟務組織が訴状の送達等を受け又は提
訴してから判決言渡しまでの期間が２年以内の
ものの数は785で、その率は71.7％

○訟務組織が処理する
本案訴訟で平成15年度
中に地方裁判所で言渡
しのあった第１審判決
1,095のうち、訟務組織
が訴状の送達等を受け
又は提訴してから判決
言渡しまでの期間が２
年以内のものの数は785
で、その率は71.7％で
あった。なお、平成15
年度中に講じた施策の
うち、事務次官通知は
７月16日付けで発出し
たが、行政庁職員に対
する説明用冊子は、平
成16年１月に作成し、
その後に説明会等を開
催したこと、増員は平
成16年度に認められた
ものであること等か
ら、これらの施策が直
ちに平成15年度の訴訟
の処理期間に反映され
たわけではない。
○平成15年度中に言い
渡された第１審地裁判
決の中には、いわゆる
戦後補償関係訴訟のよ
うに、所管行政庁が既
に存在しないため、主
張立証等の訴訟追行に
困難を伴うもの、労災
関係訴訟のように、業
務起因性等の判断に最
新の医学的知見を必要
とするもの、租税関係
訴訟のように課税要件
の認定判断に困難を伴
うものなどが含まれ、
結果的に平成15年度に



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測　　定　　結　　果　　等

政策
番号

政策名
達成すべき目標

(基本目標･達成目標)
目標
分類

測定指標
指標
分類

目標値
目標期間

広報活動の推進

Ｈ15年度

平成15年度

区　　　分 Ｈ14年度

ホームページ
の改訂件数、
アクセス件数

Ｐ 対前年度
増

ホームページ改訂件
数（件）

２－（５）
－①

（基本目標）
国民等が、法務省の活動を理
解できるようにする。

（達成目標１）
　法務省ホームページのアク
セス件数が増加する。

869 1,009

ホームペ－ジアクセ
ス件数（千件）

2,417,058

地方裁判所において言
渡しのあった第１審判
決のうち約７割が２年
以内に言い渡されたも
のの、残りの約３割に
ついては２年を超える
こととなった。これ
は、事件の性質や相手
方の訴訟対応等によっ
ては、審理の長期化を
余儀なくされるという
外部要因とともに、裁
判所の裁判の迅速化へ
の具体的対応が緒に就
いたばかりであると
いった事情にもよると
思われる。今後とも、
行政庁との協力関係の
一層の充実・強化とと
もに、訴訟事務従事職
員の育成と人的・物的
資源の充実強化等体制
整備を図るなどして審
理の一層の迅速化に努
める必要がある。

○ホームページの改訂
件数・アクセス件数と
も増加。特にアクセス
件数は前年度に比して
74万件（約31％）増と
大幅に増加。平成16年
３月３日にキッズルー
ムを開設したので、今
後は、子供によるアク

○法務省ホーム
ページの改定
○法の日週間に
おける各種行事
の実施
○法務省見学者
の受入れ
○法務省広報誌
の作成･配布

Ｐ

3,154,468



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測　　定　　結　　果　　等

政策
番号

政策名
達成すべき目標

(基本目標･達成目標)
目標
分類

測定指標
指標
分類

目標値
目標期間

Ｈ14 Ｈ15

実施件
数
（件）

参加者
数
（人）

実施件
数
（件）

参加者
数
（人）

45 5,762 34 5,138

1,398 20,067 1,377 17,471

69 2,463 71 1,980

35 792 31 2,911

1,547 29,084 1,510 27,542

Ｐ

公判傍聴・見学
会等

20,687

Ｈ14年度

対前年度
増

区　　　分 Ｈ15年度

貸出し（件） 1,165 959

上映（件） 19,242

（達成目標５）
　法務省の業務紹介ビデオの
貸出件数（上映件数）が増加
する。

（達成目標４）
　法務省広報誌(法務省だよ
り「あかれんが」）の一般読
者数が増加する。

法務省広報誌
(法務省だより
「あかれん
が」）の国民
等への配布数

Ｐ

554 806見学者数（人）

配布数（部） － 69,873

平成15年度

区　　　分 Ｈ14年度 Ｈ15年度

受入件数（件） 65 79

（達成目標３）
　法務省見学者が増加する。

法務省見学の
申込みの受入
件数、見学者
数

Ｐ 対前年度
増

平成15年度

合計

（達成目標２）
　法の日週間への参加国民数
が増加する。

平成15年度

区　　　分 Ｈ14年度 Ｈ15年度

○法務省の業務
紹介ビデオの貸
出し、上映

セスの増加も期待され
るとともに、トップ
ページの全面改訂等を
通じてその内容を充実
させ、アクセス件数の
一層の増加を期するこ
ととしたい。
○法の日週間の各種行
事の実施件数、参加者
数共に減少した。とり
わけ例年実施している
各種行事（特に法律・
法務行政相談)参加者の
減少が著しく,、天候等
が影響したのではない
かと推測される。ま
た、実施件数も減少し
ているが、これは、行
事のマンネリ化を防ぐ
ために複数の庁におい
て企画の見直しを行
い、複数回行っていた
座談会等の行事を新た
な一つの行事として集
約して行ったこと等に
よるものと考えられ
る。しかしながら、一
方では、法務行政を紹
介したパネル展や中学
校での模擬裁判等の新
たな試みも行い、約人
3,000の参加を得ること
ができた。今後は、新
しい行事を企画する等
して参加者数の増大を
図ることとしたい。
○法務省見学の申込み
の受入件数、見学者数
は、申込みのあった団
体は全て受け入れてい
ることにより、受入件
数及び見学者数共に増
加している。これらの
見学者に対しては、見
学に関するアンケート
を行い、その結果を反
映させて、より分かり
やすい業務説明等とな
るよう心掛けている。

対前年度
増

平成15年度法務省の業務
紹介ビデオの
貸出し件数
（上映件数）

法の日週間の
広報・各種行
事の実施件
数、参加国民
数

Ｐ 対前年度
増

その他

区分

座談会・講演会

法律・法務行政
相談



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測　　定　　結　　果　　等

政策
番号

政策名
達成すべき目標

(基本目標･達成目標)
目標
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測定指標
指標
分類

目標値
目標期間

○法務省広報誌の国民
等への配布数は、平成
15年１月の発刊以来、
同誌に対して好意的な
感想が寄せられてお
り、また同誌を設置し
ている窓口から追加送
付の依頼がなされるな
どおおむね順調なス
タートを切ることがで
きた。今後とも、引き
続き、法務行政を分か
りやすく紹介できるよ
うな誌面作りを心掛け
ていく。
○法務省業務紹介ビデ
オの外部団体等への貸
出件数は減少している
が、自庁研修への活用
や庁舎ロビーでの上映
件数の増加により、全
体の上映件数は増加し
た。今後も法務行政に
対する理解の増進を図
る。

平成17年
度

○各測定対象におけるオンライン化終了手続数
法務省オンライン申請システム７９手続
個別システム４手続
共管手続98手続
計181手続

○平成15年度の目標値
147に対するオンライン
化終了手続数は181で
あった。実績値が目標
値を上回った理由は、
当初１件の手続として
目標値に計上していた
手続がオンライン化に
当たり申請様式の違い
などから複数の手続に
分割したほか、法改正
により新たに手続が生
じたことなどの理由に
よるものであり、目標
値である147の各手続に
ついては、１手続を除
いてオンライン
化が終了している。15
年度に実現できなかっ
た「公益法人等が有す
る未利用地の供用計画
の確認」手続は、オン
ライン化に当たっては
引き続き制度官庁（財
務省）との調整が必要
である。

○法務省オンラ
イン申請システ
ムを利用する手
続についてのシ
ステム整備と関
係省令等の改正

平成14年
度

２－（５）
－②

行政手続のオンラ
イン化の推進

（基本目標）
法務省が扱う264の申請・届
出等手続のうち、対面審査を
要することなどからオンライ
ン化になじまない35手続を除
いた229手続についてオンラ
イン化を実現する。

（達成目標）
　　　－

Ｐ オンライン化
終了手続数

Ｐ ～14年度
(実績)
66
15年度
147
16～17年度
16
合計
229



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測　　定　　結　　果　　等

政策
番号

政策名
達成すべき目標

(基本目標･達成目標)
目標
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測定指標
指標
分類

目標値
目標期間

２－（５）
－③

女性職員の採用・
登用の拡大の推進

（基本目標）
男女共同参画社会の実現に寄
与するため，法務省における
女性職員の採用・登用の拡大
を推進する。

（達成目標）
　　　－

Ｐ 採用者に占め
る女性の割合

Ｐ 平成12年
度

平成17年
度

○目標値等の達成のた
めに平成15年度に講じ
た施策がどのように貢
献したかについて分析
すると以下のとおりで
ある。なお、目標値等
の実施結果は、採用や
昇任・昇格自体が国家
公務員法に定める平等
取扱の原則及び成績主
義の原則を前提として
いるため、平成15年度
に講じた施策のみによ
り生じたものとは言え
ないが、それぞれの施
策に記載してあるよう
な効果が生じたか否か
により当該施策が目標
値等の達成のために貢
献しているか否かを評
価する。
○指標１「採用者に占
める女性の割合」につ
いては、平成15年度に
採用の拡大のために講
じた施策は一部平成16
年度以降に効果が生じ
るものもあるが、その
大半は平成15年度にそ
の効果が及んでおり、
目標値等の達成に貢献
している。なお、実施
結果を見ると，７項目
中４項目が達成されて
いるが、未達成項目中
２項目については外部
要因（試験合格者に占
める女性の
割合）が未達成に影響
を及ぼした可能性もあ
る。

○法務省ホーム
ページへの女性
受験者向け専用
ページの開設
○採用パンフ
レットへの女性
職員のメッセー
ジの掲載
○業務説明会へ
の女性職員の派
遣
○採用事務担当
者への女性職員
の配置

【法務省
（公安調査
庁を除く】
Ⅰ種：採用
者に占める
女性の割合
が試験合格
者に占める
女性の割合
を大きく上
回る状況を
維持
Ⅱ種：平成
13年度～17
年度を通算
して30％
Ⅲ種：平成
13年度～17
年度を通算
して40％
検事：女性
の採用に努
める
副検事：女
性の応募を
促進する
【公安調査
庁】
Ⅰ種：女性
の採用に努
める
Ⅱ種：平成
13年度～17
年度を通算
して10％

○採用者に占める女性の割合
【法務省（公安調査庁除く。）】
Ⅰ種：56.7％（達成）
（平成16年４月１日採用者）
Ⅱ種：27.1％（未達成　注）
（平成12年～15年度実施の試験採用者。平成16
年４月１日採用含む。）
Ⅲ種：37.0％（未達成　注）
（平成12年～15年度実施の試験採用者。平成16
年４月１日採用含む。）
検事：25.3％（達成）
（平成15年度採用者）
副検事：３．７％（達成）
（平成15年度応募者）
【公安調査庁】
Ⅰ種：０％（未達成）
（平成16年４月１日採用者）
Ⅱ種：12.7％（達成　：注）
（平成13年～15年度採用者。平成16年４月１日
採用含む。）

（注１）「目標値等」はいずれも平成13年度～
17年度を通算した数値であり、測定結果等の通
算した期間と異なるが、便宜上両者を比較し、
現段階における達成状況を記載した。
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政策
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(基本目標･達成目標)
目標
分類

測定指標
指標
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各役職段階
（各俸給の１
～３級を除
く。）におけ
る女性の割合

Ｐ 【法務省
（公安調査
庁を除く】
行(一)4～6
級：17.3％
行(一)7・8
級：6.3％
行(一)9～11
級：1.5％
公(一)4～6
級：3.1％
公(一)7・8
級：2.3％
公(一)9～11
級：2.1％
公(二)4～6
級：14.5％
公(二)7・8
級：3.1％
公(二)9～11
級：5.4％
検事(役職
者)：3.3％
【公安調査
庁】
行(一)：各
役職段階に
占める女性
の割合が全
府省の同割
合を大きく
上回る状況
を維持
公(二)4～6
級：5.2％
公(二)7・8
級：登用に
努める

○指標２「各役職段階
（各俸給表の１～３級
を除く）における女性
の割合」については、
平成15年度に登用の拡
大のために講じた施策
は、いずれも同年度に
その効果が及んでお
り、目標値等の達成に
貢献している。なお、
実施結果を見ると､13項
目中９項目が達成され
ている。

○意識啓発など
のための女性職
員意見交換会の
実施及び結果の
周知
○女性職員の職
域の拡大（７級
以上）
○女性職員研修
への派遣
○女性職員の採
用・登用の拡大
についての周知
徹底

勤務環境の整
備等の実施状
況

Ｐ 仕事の進
め方の見
直し及び
意識改
革、職業
生活と家
庭生活の
両立に向
けた支援
策の整備
等

○指標３「勤務環境の
整備等の実施状況」に
ついては、15年度に効
果が及んでおり、目標
値等の達成に貢献して
いる。

○超過勤務の縮
減の周知
○男女共同参画
の実現に向けて
の意識啓発
○育児休業取得
職員の代替職員
の確保

○超過勤務縮減の周知、男女共同参画の実現に
向けての意識啓発、育児休業取得職員の代替職
員の確保　（達成）

○各役職段階
【法務省（公安調査庁除く。）】
いずれも平成16年１月15日在職者
行(一)4～6級：19.5％ （達成）
行(一)7・8級：5.7％ （未達成）
行(一)9～11級：2.5％（達成）
公(一)4～6級：3.1％（達成）
公(一)7・8級：3.2％（達成）
公(一)9～11級：1.4％ （未達成）
公(二)4～6級：13.3％ （未達成）
公(二)7・8級：3.2％（達成）
公(二)9～11級：4.7％ （未達成）
検事(役職者)：3.4％（達成）

【公安調査庁】
いずれも平成16年１月15日在職者
行(一)4～6級：95.8％（達成 ：注２）
公(二)4～6級：5.6％（達成）
公(二)7・8級：0.35％（達成）

（注２）公安調査庁に行(一)７、８級在職者は
存在せず、平成12年度の９～11級の女性在職者
も存在しないため、行(一)の「各役職段階」と
は４～６級を意味する。
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２－（５）
－④

外国の法務行政の
用に供する施設の
整備に係る国際協
力

Ｐ 依頼件数に対
する専門家の
派遣件数

Ｐ 100%

依頼件数に対
する研修の実
施件数

Ｐ 100%

参考指標１
派遣専門家の
活動実施状況

Ｐ －

参考指標２
計画に際して
専門家の助
言、指導が取
り入れられた
施設数

Ｐ －

２－（５）
－⑤

国際連合に協力し
て行う研修、研究
及び調査の推進

Ｃ 研修の実施件
数

Ｐ 8回

タイ王国司法省から、平成１４年度から引き続
いての派遣要請を受け、国際協力事業団を通じ
て同国の矯正施設・制度改善のための政策助言
を行う専門家派遣（１名）を行っている。

平成１５年度において、研修依頼はなかった。

○各国からの依
頼に応じた専門
家の派遣
○各国からの依
頼に応じた研修
生の受入れ

平成15年度 ○平成15年度におい
て、専門家派遣に対す
る達成度は100％であ
り、実績は良好であ
る。派遣されている専
門家は課内において対
象となる技術系職員か
ら、職務経験年数、語
学力、適性等を総合的
に判断した上で選任さ
れた者である。
○平成15年度におい
て、研修依頼はなかっ
た。研修依頼は毎年度
行われているものでは
なく、本年度において
は相手国又は所管省庁
の判断等により依頼さ
れなかったものと思料
される。
○今後とも、派遣専門
家との連携を強め支援
体制を確立するととも
に、将来の派遣要請に
対応できるよう各種研
修等を通じて適切な人
材の育成に努める等目
標達成の実現に向け積
極的に国際協力してい
きたい。

（基本目標）
外務省の施策を踏まえて施設
づくりのノウハウが相手国に
より理解される。

（達成目標）
専門家派遣及び外国の研修員
の受入れ依頼に対応する。

○国際会議・セ
ミナーの実施
○国際会議の開
催
○国際会議への
参加

平成15年度 研修の実施件数　8回 ○研修の実施件数の達
成率100％、研修の参加
人員の達成率103.9％
本事業においては、ア
ジア・太平洋諸国等の
支援対象国からの

（基本目標）
開発途上国における刑事司法
運営が効率的になされるよう
になる。

（達成目標１）

平成15年度

○タイ王国に派遣した専門家は、次のような活
動を実施した。
・刑務所整備、少年院整備及びリマインドホー
ム（少年拘置施設）整備に係るプロジェクトへ
の参加と助言を行った。
・刑務所等の整備に係る標準設計図の策定に関
し、定期的なミーティングを実施し、指導と助
言を行った。なお，施設づくりのノウハウと関
連して、処遇と一体となった矯正施設管理につ
いて啓蒙活動及び青少年・児童観察保護局地方
事務所新営計画への参加と助言を行った。
・タイ王国法務省関係者による日本の矯正施設
視察について助言を行
った（１６年度に視察予定） 。
・少年矯正分野への分類処遇制度導入について
のセミナーを計画した（１６年度に日本から講
師を招へいしてセミナーを開催予定）。

○助言・指導が取り入れられた施設
チェンマイ中央刑務所、サムイ地方刑務所、

バンカルナ少年院、リマンドホーム２施設、青
少年・児童観察保護局地方事務所７施設

平成15年度

平成15年度



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測　　定　　結　　果　　等

政策
番号

政策名
達成すべき目標

(基本目標･達成目標)
目標
分類

測定指標
指標
分類

目標値
目標期間

研修への参加
人員

Ｐ 126人

（達成目標２）
国際的な刑事司法の現状や実
態の分析により，刑事司法運
営のより効果的な方策を探求
するための国際会議の開催

国際会議の開
催回数

Ｐ 1回 ○国際会議の開催の達
成率100％
刑事司法専門家１６名
が出席し、刑事司法の
現状及び効果的対策に
つき会議を開催したも
ので、国連の刑事司法
運営のより効果的な方
策探求に貢献した。ま
た、平成17年度に開催
される「犯罪防止及び
犯罪者の処遇に関する
第11回国際連合会議
（コングレス）」の開
催を控え、その準備に
ついても議論した。

国際会議への
参加人員

Ｐ 40人

（達成目標３）
国連の犯罪防止施策の強化に
協力するための国際会議への
参加

国際会議への
参加回数

Ｐ 2回

国際会議への
参加人員

Ｐ 4人

刑事司法専門家会議を開催

国際会議への参加人員　16人

平成15年度 国際会議への参加回数　2回 ○国際会議への参加回
数の達成率100％、国際
会議への参加人員の達
成率75％
平成15年５月に開催さ
れた「第12回国連犯罪
防止刑事司法委員会」
に参加し、ワーク
ショップを開催したこ
と及び国連刑事司法関
係機関会議に参加し、
国連の犯罪防止施策の
強化に協力・貢献する
ことができた。

平成15年度 国際会議への参加人員　3人

参加平成15年度

平成15年度

平成15年度

支援対象国からのニー
ズに応えた国際研修を
実施し、同国らの刑事
司法に携わる者の知識
や経験等の涵養に貢献
した。

（達成目標１）
　犯罪の防止及び犯罪者の処
遇の分野並びに少年非行の防
止及び非行少年の処遇の分野
に関する刑事司法運営の改善
及び国際協力推進のための国
際研修・セミナーの実施

研修への参加人数　131人



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測　　定　　結　　果　　等

政策
番号

政策名
達成すべき目標

(基本目標･達成目標)
目標
分類

測定指標
指標
分類

目標値
目標期間

２－（５）
－⑥

法制の維持及び整
備に関する国際協
力の推進

研修の実施件
数

Ｐ 10回

研修への参加
人員

Ｐ 103人

（達成目標２）
諸外国の法制等の調査研究の
実施

諸外国への調
査職員の派遣
件数

Ｐ １回

諸外国からの
研究員の招へ
い件数

Ｐ ５人 諸外国からの研究員の招へい件数７人

平成15年度 国際研修の実施回数　８回（延べ281日）

平成15年度 研修への参加陣人合計　83人

平成15年度 諸外国への調査職員の派遣件数２件２名

○研修の実施件数の達
成率80％、研修の参加
人員の達成率80.6％
本事業においては、ベ
トナム，ラオス等の支
援対象国からのニーズ
にこたえた国際研修を
実施し、同国等の法制
の維持・整備に従事す
る者の知識や経験等の
涵養に貢献したものと
認められる。今年度の
達成率が80％に止まっ
たのは、当初予定して
いたカンボジア研修に
ついて、現地政府機関
の都合により研修員を
派遣できなくなったこ
となど支援対象国側の
国内事情によるもので
ある。

○諸外国の法制
度の調査・研究
○国際研修の実
施
○国際専門家会
議等の開催

（基本目標）
支援対象国の民商事法分野に
おける法制が維持・整備され
るようになる。

（達成目標１）
開発途上国などの法制の維
持・整備に従事する者に対す
る国際研修の実施

Ｃ

○職員の派遣件数の達
成率200％
当初の計画どおり支援
対象国の法制度及びそ
の運用の実態について
調査を実施し、国際研
修を含む今後の法整備
支援の計画立案に必要
な情報が得られた。な
お、達成率200％とある
のは、同一機会に複数
国の調査を予定してい
たところ、相手国側の
受入事情により２回に
分けて調査に赴いたこ
とによる回数増が要因
である。
○研究員の招へい件数
の達成率140％
当初計画どおり、ベト
ナムから最高人民検察
院検事１名を招へい
し、民事裁判における
検察官の役割等に関す
る共同研究を行ったほ
か、アジア・太平洋諸
国の法制比較研究の一
環として日本、タイ、
シンガポール等の

平成15年度



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測　　定　　結　　果　　等

政策
番号

政策名
達成すべき目標

(基本目標･達成目標)
目標
分類

測定指標
指標
分類

目標値
目標期間

知的財産権法制に関す
る比較研究を行ったこ
とにより、支援対象国
を含むアジア諸国の法
制度及びその運用に関
する現状と問題点につ
いて今後の法整備支援
に資する有用な情報が
得られた。

（達成目標３）
法整備支援の現状とその対応
策に関する国際専門家会議の
開催

会議の開催回
数

Ｐ 1回

会議への参加
人員

Ｐ 71人

（注）法務省から送付された「平成15年度法務省事後評価実施結果報告書」に基づき当省が作成した。

○国際専門家会議の開
催の達成率140％
当初計画どおり開催
し、参加人員も当初の
計画を超えるものと
なった。会議の内容
も、国内外の法整備支
援機関が行う支援の現
状についての情報交換
がなされたほか、法整
備支援関係機関の協調
の必要性など、今後の
法整備支援の在り方に
ついて活発な議論が交
わされ、本政策の基本
目標達成のための意
見、情報交換の場とし
て極めて有意義な会議
となった。

平成15年度 法整備支援連絡会を開催

平成15年度 参加人員114人



【別添１－②】

記　　載　　事　　項

　評価書の記載順に従って番号を記入した。

　評価の対象とされた政策の名称、目的等を記入した。

　政策目的の実現のために具体的に講じる手段を記入した。

　政策の実施により得ようとする政策効果を記入した。

｢効果の達成見込みの根拠｣欄
　政策の実施により「得ようとする効果」が実際に得られる見込みについて、それがどの程度確実なものなのか、その
根拠（確からしさ）が評価の過程でどのように検証されたのか整理して記入した。

「分類」欄

　「得ようとする効果の達成見込みの根拠」の内容について、推論及び比較・推計・実験のうち該当する部分を記入し
た（複数もあり得る。）。
「推論」　定性的な説明等により、得ようとする効果が実際に得られると見込まれることを説明している。
〈その他の検証方法（例示）〉
「比較」　過去の同種類似の政策の実施等により得られた効果、実績等を基に、今回の政策の実施により得ようとする
　　　　効果が実際に得られると見込まれることを帰納的に根拠付けている。
「推計」　定量的なデータの集計・分析等に基づき、当該政策の実施により得ようとする効果が実際に得られると見込
　　　　まれることを一定の手法により算出して根拠付けている。
「実験」　実験や研究の結果に基づき、当該政策の実施により得ようとする効果が実際に得られると見込まれることを
　　　　実証的に根拠付けている。

　得られると見込まれる効果をどのように把握・推計したのか（事後の検証を予定している場合には、政策の実施後に
実際に得られた効果をどのように把握・測定するのか）を記入した。

　以下に該当するものについて記入した。
「必要性」　当該政策の実施を明確に位置付けている法令、閣議決定等の政府方針に基づいていることが記述されてい
　　　　　るもの
「効率性」　当該政策の実施に要する費用等と当該政策により得られると見込まれる政策効果との関係について分析が
　　　　　試みられているもの

「手段」欄

「得ようとする効果」欄

「有効性」欄

政策評価審査表（事業評価（事前）関係）

（説　明）
　本審査表は、公表された「平成16年度法務省事前評価実施結果報告書」に基づき総務省の責任において整理したものである。
　各欄の記載事項については以下のとおりである。

「整理番号」欄

「政策（名称、目的等）」欄

欄　　　名

「効果の把握の方法」欄

「必要性及び効率性に関する特記事項」欄



効果の達成見込みの根拠 分類

１

周南法務総合庁舎整備等事業 施設整備

【平成17年度概算要求額】
記載なし
【事業期間】
記載なし

＜事業費要求＞

○検察業務の質的・量
的変化への対応
○地域との調和
○業務の効率化・処遇
改善
○環境負荷の低減
○フレキシビリティ向
上

　当該施設を整備するこ
とにより、老朽化、狭あ
い等の従来施設の不都合
が解消されることから、
効果の達成は可能と判断

　現状と整備後の施
設機能の比較を行い
効果を把握

【必要性】
以下についての評点が100点
以上という基準を満たす。
○事業の緊急性
検察庁：105点
拘置支所：109点
○計画の妥当性
検察庁：133点
拘置支所：100点
【効率性】
費用対効果2.2
（検察庁、法務局及び拘置
支所の総効果合計59億円、
総費用合計26億円）

２

高知法務総合庁舎新営工事 施設整備

【平成17年度概算要求額】
記載なし
【事業期間】
記載なし

＜調査費要求＞

○検察業務の質的・量
的変化への対応

　当該施設を整備するこ
とにより、老朽化、狭あ
い等の従来施設の不都合
が解消し、他官署の統合
受入れに対応できること
から、効果の達成は可能
と判断

　現状と整備後の施
設機能の比較を行い
効果を把握

【必要性】
事業の緊急性(116.8点)、計
画の妥当性(133点)について
の評点が100点以上という基
準を満たす

３

大分第２法務総合庁舎新営工
事

施設整備

【平成17年度概算要求額】
記載なし
【事業期間】
記載なし

＜調査費要求＞

○検察業務の質的・量
的変化への対応

　当該施設を整備するこ
とにより、老朽化、狭あ
い等の従来施設の不都合
が解消されることから、
効果の達成は可能と判断

　現状と整備後の施
設機能の比較を行い
効果を把握

【必要性】
事業の緊急性(114.3点)、計
画の妥当性(133点)について
の評点が100点以上という基
準を満たす

有効性

政策評価審査表（事業評価（事前）関係）

整理
番号

政　　策
（名称、目的等）

手　　段 得ようとする効果 効果の把握の方法
必要性、効率性
等の特記事項

　新営の必要に迫られて
いる法務総合庁舎を整備
し、業務効率の改善、利
用者へのサービス向上を
図る。

　新営の必要に迫られて
いる法務総合庁舎を整備
し、業務効率の改善、利
用者へのサービス向上を
図る。

　新営の必要に迫られて
いる法務総合庁舎を整備
し、業務効率の改善、利
用者へのサービス向上を
図る。



効果の達成見込みの根拠 分類

有効性
整理
番号

政　　策
（名称、目的等）

手　　段 得ようとする効果 効果の把握の方法
必要性、効率性
等の特記事項

４

宮城刑務所新営工事 施設整備

【平成17年度概算要求額】
記載なし
【事業期間】
記載なし

＜事業費要求＞

○地域との調和
○業務の効率化・処遇
改善
○環境負荷の低減
○フレキシビリティ向
上

　当該施設を整備するこ
とにより、老朽化、狭あ
い等の従来施設の不都合
が解消されることから、
効果の達成は可能と判断

　現状と整備後の施
設機能の比較を行い
効果を把握

【必要性】
事業の緊急性(116点)、計画
の妥当性(110点)についての
評点が100点以上という基準
を満たす
【効率性】
費用対効果2.1

５

美祢社会復帰促進センター整
備事業

施設整備

【平成17年度概算要求額】
記載なし
【事業期間】
記載なし

＜事業費要求＞

○地域との調和
○業務の効率化・処遇
改善
○環境負荷の低減
○フレキシビリティ向
上

　当該施設を新たに整備
することにより、既存施
設における過剰収容やそ
れに伴う処遇環境の悪化
等が解消されることか
ら、効果の達成は可能と
判断

　現状と整備後の施
設機能の比較を行い
効果を把握

【必要性】
事業の緊急性(100点)、計画
の妥当性(110点)についての
評点が100点以上という基準
を満たす
【効率性】
費用対効果1.8

６

福岡刑務所新営工事 施設整備

【平成17年度概算要求額】
記載なし
【事業期間】
記載なし

＜調査費要求＞

○地域との調和
○業務の効率化・処遇
改善
○環境負荷の低減
○フレキシビリティ向
上

　当該施設を整備するこ
とにより、老朽化、狭あ
い等の従来施設の不都合
が解消されることから、
効果の達成は可能と判断

　現状と整備後の施
設機能の比較を行い
効果を把握

【必要性】
事業の緊急性(116点)、計画
の妥当性(110点)についての
評点が100点以上という基準
を満たす

　（注）「平成16年度法務省事前評価実施結果報告書」に基づき当省が作成した。

　老朽・経年による機能
不備を解消し、規模・機
能を拡充整備することに
より、国民の安全の確保
及び治安の維持に寄与す
る。

　刑務所における著しい
過剰収容状態とそれに伴
う処遇環境の悪化等を速
やかに緩和、解消し、適
正な収容状態を確保する
ため、新たな刑務所をＰ
ＦＩ方式により整備

　老朽・経年による機能
不備を解消し、規模・機
能を拡充整備することに
より、国民の安全の確保
及び治安の維持に寄与す
る。



別添２ 

 

 

表１         実績評価方式を用いた評価の対象とする政策 

府 省 対象とする政策の範囲 対象とする政策の単位 
（参考） 

政策数等 

法務省 法務省の所掌事務全般 

共通の目的を有する行政活動の一定のまとま
り（おおむね施策程度のまとまりに相当すると
考えられる。）を一個の単位として評価の対象と
する。 

22 政策 

（19 政策）

 

（注）１ 法務省の基本計画及び実施計画に基づき当省が作成した。 

２ 政策数欄における（ ）内数字は、法務省の平成 14 年度の評価書における数値である。 

 

 

表２      達成すべき目標のアウトカム、アウトプット別の内訳     （単位：件） 
左の内訳 

府 省 政策数 「達成すべき目標」がアウトカムに
着目して設定されているもの 

「達成すべき目標」がアウトプット
に係る目標が設定されているもの 

法務省 
22 

（19） 

12 

（12） 

10 

（７） 

（注）１ 「平成 15 年度法務省事後評価実施結果報告書」に基づき当省が作成した。 
２ 目標値が複数ある場合には、少なくとも一つの目標値がアウトカムに着目して設定されている場合は、『「達
成すべき目標」がアウトカムに着目して設定されている政策数』欄へ計上している。 

３ （ ）内数字は、法務省の平成 14 年度の評価書における数値である。 

 

 

表３－１     「達成すべき目標」及び「測定指標」の設定状況 

府 省 「達成すべき目標」の設定状況 「測定指標」の設定状況 

法務省 

 

 

 
○ 「基本目標」26（25） 

政策ごとに複数又は一つの基

本目標が設定されている。 

○ 「達成目標」38（34） 

基本目標によっては、その下位
目標として、一つ又は複数の達成
目標が設定されている。 

 

 

 

 ○ 「指標」 72（60） 

 ○ 参考指標 13 ( 0) 

      達成度合いを推し量る上で参考となる指標が

ある場合、参考指標として設定 

（注）１ 「平成 15 年度法務省事後評価実施結果報告書」に基づき当省が作成した。 

２ （ ）内数字は、法務省の平成 14 年度の評価書における数値である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標数 ２６（２５） 指標数 ８５（６０） 



表３－２　　　

指　　標 参考指標 計

２－（１）－① 基本目標 ○ ２ ０ ２

２－（１）－② 基本目標 ○ １ ０ １

２－（１）－③ 基本目標 ○ ２ ０ ２

２－（１）－④ 基本目標 ３ ３ ６

２－（１）－⑤ 基本目標 ５ 1 ６

２－（２）－① 基本目標 ３ ０ ３

２－（２）－② 基本目標 ３ ０ ３

２－（２）－③ 基本目標 ○ ２ ０ ２

２－（２）－④ 基本目標 ○ ５ ０ ５

２－（２）－⑤ 基本目標 ４ １ ５

２－（２）－⑥ 基本目標 ○ １ ０ １

基本目標１ ２ ４ ６

基本目標２ ４ ０ ４

基本目標３ ３ ２ ５

基本目標４ ○ １ ０ １

基本目標１ １ ０ １

基本目標２ １ ０ １

２－（３）－① 基本目標 ３ ０ ３

２－（３）－② 基本目標 ○ ２ ０ ２

２－（４）－① 基本目標 ○ １ ０ １

２－（５）－① 基本目標 ５ ０ ５

２－（５）－② 基本目標 ○ １ ０ １

２－（５）－③ 基本目標 ○ ３ ０ ３

２－（５）－④ 基本目標 ○ ２ ２ ４

２－（５）－⑤ 基本目標 ○ ６ ０ ６

２－（５）－⑥ 基本目標 ○ ６ ０ ６

合　　計

（注）　「平成15年度法務省事後評価実施結果報告書」に基づき当省が作成した。

２－（２）－⑧

２－（２）－⑦

指標　７２　　　参考指標　１３　　　合計　８５

　・　達成すべき目標26件のうち、目標に関し達成すべき水準が数値化等されているものは14件である。

「達成すべき目標」ごとの「測定指標」数（法務省）

測　定　指　標
政　策　番　号 達成すべき目標 達成すべき目標の数値化等



表４     目標に関し達成しようとする水準が数値化等されている政策        (単位:件) 

目標に関し達成しようとする水準 
が数値化等されている政策数 府 省 

評価対象 

政策数 
 アウトカム アウトプット

 目標に関し達成しようとする

水準が数値化等されていない政

策数 

法務省 
22 

（19） 

14 

（５） 

３ 

（１） 

11 

（４） 

８ 

（14） 

（注）１ 「平成 15 年度法務省事後評価実施結果報告書」に基づき当省が作成した。 
２ 「目標に関し達成しようとする水準が数値化等されている政策数」欄は、目標に関し達成すべき水準が数
値化されている場合及び定性的であっても目標が達成される水準が具体的に特定されているものを計上した。 
３ 評価対象政策に複数の指標が設定されている場合には、少なくとも一つの指標について達成しようとする
水準が数値化されている場合に、達成しようとする水準が数値化されている政策として計上した。その上で、
数値化されている指標中にアウトカム指標を有する政策は「アウトカム」欄へ、それ以外の政策は「アウトプ
ット」欄へそれぞれ計上した。 

４ （ ）内数字は、法務省の平成 14 年度の評価書における数値である。 
 
 

表５    目標に関し達成しようとする水準が数値化等されていない政策に 

設定されている指標の分類                                        (単位:件) 

当該政策に設定されている指標数  
府  省 

目標に関し達成しよう

とする水準が数値化等

されていない政策数 

測定指標  アウトカム

（定量的）

アウトカム

（定性的） 

アウトプット

指  標 
28 

（40） 

 １ 

 （３） 

 ０ 

 （０） 

 27 

 （37） 

参考指標 
５ 

（－） 

 ０ 

 （－） 

 ０ 

 （－） 

 ５ 

 （－） 
法務省 

８ 

（14） 

合  計 
33 

（40） 

 １ 

 （３） 

 ０  

 （０） 

 32 

 （37） 

（注）１ 「平成 15 年度法務省事後評価実施結果報告書」に基づき当省が作成した。 

２ 「目標に関し達成しようとする水準が数値化等されていない政策数」欄は、目標に関し達成すべき水準が
数値化等されておらず、目標に関し達成しようとする水準が具体的に特定されていないものを計上した。 

３ アウトカム指標とアウトプット指標の区分については、①当省において一定の考え方で分類整理したもの
を各府省に示し、②それに対し、各府省において分類整理について別の考え方がある場合にはその考え方の
提示を受けるとともに、各府省による分類整理の結果を計上した。 

４ 参考指標は、平成 15 年度の評価から設定されている。 

５ （ ）内数字は、法務省の平成 14 年度の評価書における数値である。 
６ 詳細は、政策評価審査表を参照 

 

 

表６              目  標  期  間  の  設  定  状  況         （単位：件） 
測定指標に目標期間が設定されている政策数 

府 省 評価対象政策数 
基準年次及
び達成年次
が記載され
ているもの

基準年次の
みが記載さ
れているも
の 

達成年次の
みが記載さ
れているも
の 

小 計 

年度ごとに評価を
行うとされている
政策数 

法務省 
22 

（19） 

８ 

（２） 

０ 

（０） 

０ 

（１） 

８ 

（３） 

14 

（16） 

（注）１ 「平成 15 年度法務省事後評価実施結果報告書」及び法務省からの聴取結果に基づき作成した。 
２ 「基準年次及び達成年次が記載されているもの」については、一つの政策に複数の測定指標が設定されて
いる場合、少なくとも一つの測定指標に基準年次及び達成年次が設定されている政策数を計上した。 

３ （ ）内数字は、法務省の平成 14 年度の評価書における数値である。 

 



 

表７         学識経験を有する者の知見の活用状況 

府 省 知見の活用状況等 
議事録等の

ＨＰ掲載 

 
法務省 

 

報告書の作成に当たっては、平成 16 年７月９日に開催した政策評価懇談会で
の意見等を参考にした。 〇 

（注） 「平成 15 年度法務省事後評価実施結果報告書」及び法務省からの聴取結果に基づき作成した。 


